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Ⅰ調査研究の目的等

1目 的

この調査研究は、固定資産税業務 において、評価の適正化 ・均衡化に資するための地図情報の

標準 的な利活用方法 を把握する とともに、評価関係者 における課税業務の省力化 ・効率化 に資す

ることを目的 とす るものである。

当評価セ ンターでは、平成5年 度か ら固定資産の現況調査事業 を開始 した。

この事業は、固定資産税の課税客体 を把握す るため に航空測量写真撮影 をし、各種の図形 をデ

ジタル化作成 、磁気テープ(MT)等 による情報の管理 、運用 をし課税の適正化 を図 ることを目

指す ものである。

そ こで、当評価セ ンターでは、固定資産現況調査 デジタルデー タを活用 して土地評価システム

を構築す る場合の基本的な考 え方、 プロセス及び当該 システムの有用性 について調査研究 をする

とともに、 この点を踏 まえた路線価付設の標準的な手順等 のあ り方及びシステムプロセスの調査

研究 を行 う。

また、これに関連 し固定資産現況調査 デジタルデー タを活用 して、実際 に路線価付設まで を範

疇 とした土地評価 システムを適用 している団体区分別市町村の実例 を紹介する。

なお、固定資産現況調査 デジタルデー タの構築については、地理情報 システムの編集構造 を有

していることに関連 し、総合的又は機能的な土地評価事務の発展性等 について も、その有効性等

を研究す るとともに、この機会 に参考資料 として、最近 における国のGIS(地 理情報システム

:GeographicInformationSystem)の 構築及 びデータ基盤整備の動 向等 について紹介す る。

2検 討事項

(1)固 定資産現況調査事業によるGISの 構築 ・利用効果

(2)固 定資産現況調査 デジタルデー タを評価 システムに使用 して導入することとする場合の有用

性

(3)市 町村 における評価 システムの適用実例

(4)固 定資産現況調査 デジタルデー タを使用 した評価 システム等へ の発展性

(5)最 近におけるGIS及 び国土空 間デー タの基盤整備 に関す る国の動向

3調 査研究事項

(1)固 定資産現況調査事業に よるGISの 構築 ・利用効果

固定資産現況調査事業によ り、固定資産税 の課税客体 である土地及び家屋の地図データ及 び

属性デー タをGISに よ りデジタル情報 として構築 して使用することとした場合における、固
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定資産税の事務支援 システムをは じめ とする行政事務への活用の有効性 について、主 として基

盤情報の整備の必要性の観点か ら検討す る。

(2)固 定資産現況調査 デジタルデータを評価システムに使用 して導入することとする場合の有用

性

固定資産現況調査事業 により構築 したデジタルデータを土地評価 システムに取 り込 むことの

有用性 と当該 デー タを使用することと した場合の路線価付設の標準的手順 について検討す る。

(3)固 定資産現況調査デジタルデー タを使用 した評価 システム等への発展性

固定資産現況調査事業デー タの活用が評価事務をは じめ とす る固定資産税事務の合理化、適

正化にどのように寄与で きるのか、また、特 にGISと 家屋及 び土地の評価にかかるシステム

の発展性等 について も検討す る。

(4)市 町村における評価 システムの適用実例

評価 システムの適用実例か ら、市町村の行政規模の差異 とい つた ものが、土地評価 システム

(固定資産の現況調査か ら路線価付設 まで)の 導入上 どの ように位置付 けされているのか調査

分析す る。

(5)最 近 におけるGIS及 び国土空間データの基盤整備 に関す る国の動向

最近における国等の情報基盤整備に関する施策の推進が本格化 してい ること、その中でGI

S機 能の活用 に関す る研究が広範に行われていることに鑑み、これ らに関す る資料 を整理する。

―2―



Ⅱ調査研究結果の概要

1固 定資産現況調査事業によるGISの 構築・ 利用効果

(1)現 状の分析 と問題点

① 固定資産現況調査事業の背景

地方税法では、市町村は固定資産課税台帳 と土地や家屋 に関す る地図等 の他、評価に関す

る資料を備 えなければならず、かつ、固定資産の状況を毎年少 な くとも1回 実地に調査 しな

ければな らない もの とされている。

個々の課税客体の状況 を記載 した課税台帳 と、課税客体の状況 を示す地図類や評価に関す

る資料は、相互の整合性が確保 された ものでなければな らない。

膨大な数 にのぼる課税客体 を調査 し、その異動状況 を課税台帳や地図類に的確 に反映 させ

るこ とは、その量 と事務の繁雑性か ら市町村の限 られた職員のみで実現するのは極めて困難

であろうと考え られる。

この ような背景の中、都市化の著 しい都市圏の市町村 は、昭和40年 代の後半か ら実地調査

の効率化 をめ ざして航空写真 を活用 した調査手法に取 り組み始めた。

しか し、当時 は航空写真で異動 を確認で きても、写真 と地番図等が一致 しないなどの理 由

か ら、その所在地番 を特定す るのは容易 なことではなかった。

②GISへ の取組みの動向

そこで昭和50年 代 に入る と、公図 を編集 して現況地形(1/2，500都 市計画図を1/1，000に 拡

大)に 所在地番 を整合 させ た地番家屋現況図を作成 し、課税客体調査の効率化 をめざす市町

村が多 くな り、昭和60年 代 には道路台帳現況平面図を基図とした地番家屋現況図をデジタル

化 して課税事務 のさらなる効率化 と取 り組み始めた。

平成6年 度の自治省税務局資産評価室の調べ によると、地番家屋現況図などの課税資料 の

整備 を既 に実施済、実施中又 は平成6年 度か ら実施する としてい る1190団 体の うち、デジタ

ルで整備す る団体が408(34%)、 平成7年 度 か ら実施 を予定 してい る115団 体のうち52(45

%)団 体がデジ タルで整備す るとしてお り、デジタル化 の傾 向は今後 ますます増 えてい くも

の と考え られる。

さらに、地番家屋現況図などのデー タが整備 されると、これに台帳情報 を加えてデータベ

ースを構築 し、 さまざまな固定資産税の事務支援 システムとして活用す ることが考 えられて

いる。

(2)シ ステム化のプロセス

① システム化へ の要請
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固定資産現況調査事業の段 階 と、 この事業 によって得 られたデジ タルデー タを活用する段

階など調査内容の進展 とあい まって、市町村か ら要請 されるシステムも順次高度 になってい

く。

固定資産現況調査事業の段 階では、主 と して課税客体の現況 と課税台帳 との不一致の解明

のため に、該当する筆の位置や課税台帳の内容 を確認す るために必要 な情報 を瞬時に検索表

示 した り、修正すべ き箇所や内容 を抽 出 ・指示するために、当該部分 を指定 して印刷出力す

る機能 などが求められる。

デジタルデー タを活用する段 階になると、課税客体調査 を支援する機能や窓口照会に対 し

速やかな対応 を支援する機能 、集計 ・資料作成 などが要請 される。

土地評価事務においては路線価の算定や、画地条件取得機能が求め られる。特 に平成9年

評価替 えか ら取 り入れ られた想定整形地に対する蔭地割合を計算 しようとす る場合 などは、

デジタルデータがその威力 を発揮 する。

この ようにデジタルデータを活用 している団体では、日々異動す る土地や家屋 の地図情報、

課税情報 を速やかに更新す る機能が要請 される。

② 他の行政事務への活用 の要請

固定資産現況調査 デジタルデー タは、固定資産税の事務支援 システムのみにかかわらず、

他 の行政部門か らの利用の要請 も多い。

都市計画部門では地域地区や計画道路 などの計画決定情報 を加 えて、都市計画の照会や建

築指導、開発行為の窓口事務 に活用 した り、下水 道や上水道部門では施設情報 を加えて、施

設管理 システムを構築す る要請が増 えてお り、更 には農政部門では農振 ・農用地、農地転用

などの管理業務への活用や、管財部 門での公共財産管理に活用す るなど、他の行政事務へ の

活用 の要請が高 まりつつあ る。

(3)導 入効果

固定資産税事務支援 システムを導入す る主な効果 は以下の とお りである。

① 業務の正確性、迅速性

ア 課税客体 の適正かつ迅速な把握

イ 航空写真 による効率的な課税客体 の把握

ウ 視覚による素早い状況判断

② 情報の統一的管理

ア 地図情報 と台帳情報の一元管理

③ 窓口サー ビスの向上

ア 問い合わせ に対する地図、台帳の検索時問の短縮

④ 関係書類のペーパー レス化
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ア ペ ーパ ー レス に よる事 務 の効 率 化 と事 務 スペ ース の確 保

(4)今 後の課題 と将来展望

このように、固定資産現況調査事業 によ り得 られた地番家屋現況図などのデジ タルデータを、

GISを 活用 して固定資産税の事務支援 システムをは じめとす る行政事務へ利用す る効果は極

めて高 いものである。

行政事務 における所在地番 をキーとして該 当位置 を検索表示する機能一つ だけをとってみて

も、その需要 はあ らゆる行政部門にまたが っている。行政事務 を効率化するための基盤情報 と

もいえる地図情報や台帳情報 を積極的に整備す ることが望 まれる。ただ し、それ らの情報の公

開については、個人の プライバシー等 に配慮 しつつ行 うべ きであ る。

2固 定資産現況調査デジタルデー タを評価 システムに使用 して導入す ることとする場合の有用性

(1)現 状 の分析 と問題点

① 価格形成要 因のデー タ取得の現状

固定資産現況調査デジ タルデータを路線価付設までの土地評価 システムに活用 しようとす

る場 合には、一般 的に、膨大な数 にのぼる標準地や路線の価格形成要因のデー タ取得 のため

に、1/2，500都 市計画図を基図と して道路網な どのネ ッ トワー クデー タを構築 して主要施設か

らの接近距離 を自動計算 させた り、都市計画用途などの行政的条件、下水道の供用区域 など

の環境条件のデータ取得に際 して、 これらの区域のポ リゴンを作成 して、そのポ リゴンに包

含 される路線 のデー タを取得することなどがGIS機 能を活用する主 な業務である。

その他の要因デー タの取得については、現地調査 などによる人間の目と手 によるデータ作

成の うえ、パ ンチ入力 しているのが現状である。

② 固定資産現況調査 デジタルデータと土地評価 システム

固定資産現況調査 デジタルデータは、路線価算定後の価格検証 システムや、画地条件調査

システムにその威力 を発揮す る。民間業者な どにおいては既にこれ らの システムを開発 し、

日常業務 に取 り入れている ところである。 とりわけ、平成9年 評価替 えか ら取 り入れ られた

想定整形地 を生成 させ、 自動的に蔭地割合 を計算する機能 として新 しい分野が広が りつつあ

る。

③ 現状 の問題点

いかに優れたシステムを開発 して も、入力 された価格形成要因のデータに過誤があれば、

これ によつて分析や計算 された比準表や路線価 は信頼性を欠 くことになる。

膨大な数 にのぼる価格形成要因のデー タを信頼性の高い ものにするためには、最終的には

人間の 目視 による点検 に頼 らざるを得ない。 このためには評価 を担 当す る技術者の養成 と品

質管理 を強化 しなければな らず、土地評価 に携 わる者 に課せ られた大 きな責務であると考 え
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る 。

(2)土 地評価 システムにデジ タルデータを活用する標準的手順 の検討

① 路線価付設 とデジタルデー タ

固定資産現況調査事業によるデジタルデータ及 び1/2，500都 市計画図な どを基図 と して計測

したデジタルデー タを活用 して路線価付設 を行 う場合のフローの一例 を示す と以下の とお り

になると考える。

固定資産現況調査
デ ジタルデータ

資料 収集 1/,500都 市計画 図等 を基

■と したデ ジタル デー タ

価格 に関す る
資料

地域要因に関
する資料

個別的要因に
関す る資 料

評価事務資料

家屋用途別現況図
土地利用現況図 基礎資料整備

(家屋番 号 付設済 みの場 合)

価 格水 準図 地 域要 因図 個別的 要因図

用途 ・状況類似地 区設定 用途 ・状況類似地 区図

標準宅地調書 標準地の選定 路線 の付設 路線 の 計 測

標準宅地鑑定評価 価格 形成 要 因調査

(標 準宅地 ・路線)

価格 形成要因の
自動取得
価格形成要因検延図

土地価格比準表作成

路線価検証図

相続税路線価対照図 路線価格算定

公開用路線価図

路線価検証図

相続税路線価対照図

図1路 線価付設 におけるデジタルデー タ利用の フローの例

図1に 示す ように路線価付設 にデジタルデータを利用す るメリッ トは、価格形成要因の取

得や路線価算定結果の検証 を視覚的 に速やかに行 うことがで きるほか、路線価 などの計算結

果 を地図化す る工程 では、極めて有効に活用 できる。

特 に価格形成要因取得、相続税路線価 との整合の検証、公開用路線価図、 さらには画地条
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件調査 に必要 となる路線価データの受渡 しなどでは、従来の手作業で行 う場合 より数段の効

率化が可能である。

② 画地条件調査 とデジタルデータ

固定資産現況調査事業によるデジタルデータと課税台帳デー タを利用 して画地条件調査 を

行 う場合の標準的なフローは以下の とお りとなる と考 える。

固定資産現況調査 資料収果

デジタルデータ

土地MTの 編集 調査基図出力のための編 集

路線形状、路 線番 号、地 目

調査基図の出力 ■一■地 の仮括 り線

写真図

同一画地の調査 (市町 村の同一画地の認定)

正面路線及びその他の路線の認定

画地 の間口、奥 行 き線の認定、 計 測

想定要形地の自動設定

間口、奥 行、面積の自動測定

画地の図上地積の

自動測定

側 方 、 裏 面 等 の 問 口 、

奥行の計測

蔭地割合の 自動計算

画地補正率の判定

画地条件データ編集

No

データ点検
YES

面地計算、調書出力 画地条件図の出力

図2画 地条件調査 におけるデジタルデー タ利用 のフロー

固定資産現況調査事業のデジタルデー タを利用 して画地条件調査 を行 う場合は、図2に 示

す ようにデータを極 めて有効 に活用で きる。

路線 とそれに接する画地の両端点 を指定する と、想定整形地の自動生成や蔭地割合を自動

的に計算 し、基本的には補正率 も自動的に判定で きるほか、画地条件 の計測 ミス も防止で き
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る。

しか し、この画地条件取得 システムを利用 した として も、すべて システムが自動処理 をす

るものではないので、最終的 には人間の目視による点検が必要であることは、他の システム

を利用する場合 と同様である。

(3)シ ステム導入

① 土地評価 システムにおけるデジ タルデータ利用の事例

土地評価 システムにおけるデジタルデータを利用 した場合の主要な事例 を図3―1～ 図3

―6に 示す。

図3―1価 格要 因検証図

1/2，500の70%に 縮 小

図3―2路 線価図

1/2，500の10%に 縮 小

1/1，000の70%に縮 小

図3―3相 続税路線価対照図 図3―4公 開用路線価図

1/1，500の65%に 縮 小
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図3―5画 地条件図

1/1，000の70%に 縮 小 1/500の65%に 縮 小

図3―6想 定整形地の自動生成

(4)導 入効果

固定資産現況調査デジ タルデータ及 び1/2，500都 市計画 図などを基図 として計測 した道路 、河

川、鉄道な どの骨格地形 デー タ(骨 格図データ)を 評価 システムに導入 した場合の主要な効果

は次の とお りであると考 えられる。

① 路線価付設における導入効果

路線価付設におけるデジタルデータの利用効果 をまとめると以下の とお りである。

ア 価格形成要 因調査

(ア)交 通接近条件 の距離要因取得の効率化 と正確性

(イ)行 政的条件、環境条件 などの面的要因取得の効率化 と正確性

(ウ)視 覚的なデー タの検証

イ 標準宅地の選定

(ア)選 定すべ き宅地の素早い検索、表示、出力 と適否の判定

ウ 路線価算定

(ア)算 定結果の視覚 による検証

(イ)視 覚による相続税路線価 との対照が容易

(ウ)算 定結果 を反映 した素早い路線価図の出力

エ 路線価の公開

(ア)公 開用路線価図の編集、出力が比較的容易

② 画地条件調査 における導入効果

画地条件調査 におけるデジタルデー タの利用効果は以下の とお りである。

ア 同一画地の調査

(ア)同 一画地候補地の検索 、出力が容易
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イ 画地条件の計測

(ア)計 測 ミスの防止

(イ)想 定整形地のデータ取得が容 易

画地条件調査 は一般的に対象画地数が多いので、それだけ導入効果 も大 きいといえる。

(5)今 後 の課題 と将来展望

路線価付設や画地条件調査 における膨大 な数にのぼるデータの取得 にデジ タルデータを利用

して正確性 と効率性 を求めた として も、現状のシステムに頼 り切 ることはで きない。いかに優

れたシステムで も人為的な ミスが混入することはあ り得る。

現状 では、最終的には人間の目に頼 らざるを得 ない部分があるが、今後チエ ックシステムを

充実 させてい くことにより、データの信頼性 と事務の効率化 を図ってい くことが重要である。
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3固 定資産現況調査デジタルデータを使用 した評価 システム等への発展性

(1)固 定資産税事務の合理化、適正化 とデジタルデー タ

① 固定資産情報管理デー タベースの構築 と更新

固定資産現況調査デジ タルデータを日常 の賦課業務な どに活用 し、事務 の合理化、適正化

を図ってい くためには、地番家屋現況図、路線価 図などの地図情報 と、土地、家屋、路線価

などの台帳情報 をデー タベ ースに構築 し、地図情報か ら台帳情報 を、あるいは台帳情報か ら

地図情報 をそれぞれ検索表示す る機能 は必要不可 欠である。

そのためには家屋台帳に登録 されている家屋 が地番家屋現況図上のどの家屋 かを特定 し、

家屋番号 を付す必要がある。土地 については地番 をキーに して土地情報 と照合で きるが、家

屋 については家屋番号等の キーがない と家屋情報 と照合で きないか らである。

この家屋特定(家 屋番号の付番)業 務 を実施す ることにより、滅失家屋、未登録家屋、増

改築家屋 な どの調査 も同時 に実施す ることがで きるので、課税客体の的確 な把握が可能 とな

る。

② 固定資産税の事務支援 システムの構築

このように して構築 された固定資産情報管理 データベースを基に、 さまざまな事務支援 シ

ステムを構築することがで きる。

その導入効果 は1、(3)に 述べ たところである。

③ 課税事務の合理化、適正化

固定資産事務支援 システムを導入することによる課税事務の合理化、適正化への効果は次

の ようになろうと考える。

ア 課税客体調査の合理化 、適正化

土地や家屋の異動 に伴 う実地調査 をする ときは、これまで公図や住宅地図 を持参 して、

これに調査事項 を記入 していた もの と思われるが、必要 な公 図を探すのに時間をとられ る

こともあ ったと思 われる。

事務支援 システムを利用すれば、調査すべ き地番 をキーに して必要な範囲の地番家屋現

況図を検索、出力 して、これに調査事項 を記入 し、実地調査後台帳 デー タの更新 や、必要

に応 じて地図データを更新 し、さらには関係す る土地や家屋の担 当者に調査表 を回示する

といった業務の進め方が考え られ、調査 の省力化 と住宅用地の誤謬認定の防止な ど、調査

精度 を向上 させ る効果が期待で きる。

イ 土地評価事務の合理化、適正化

3年 ごとの土地評価替 え事務は別 として、中間年度の道路の新設や改良、分合筆 などの

土地の異動 に伴 う路線価の付設、同一画地の組み替え、画地計算 などの業務が発生 した と

きは、土地評価 システムな どを用 いて速やかに対応す ることがで き、事務負担 を軽 減で き

る。
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また、主題 図の作成出力機能があれば、条件 を設定 しての検証図 を出力することにより

評価内容 を検証す ることもで きる。

ウ 窓口サービスの向上

納税者の問い合 わせ に対する台帳、地図の検索時間が短縮で きるので、窓口で長 く待 た

せ ることもな く、スムースな対応が可能である。

エ 関係書類のペーパ ーレス化による事務の効率化 と事務スペ ースの確保

膨大 な数にのぼる台帳や地図類 をサーバーやハー ドデ ィスクに格納で きるので、必要な

台帳やその地図を探 し出す時間は、ペーパーによる場合 に比べて極端 に短縮で きる。デー

タをデジ タル化することによ り固定資産課税台帳や地図類 を事務スペースの近 くに保管 し

てお く必要 もな くなるので、事務 スペースを有効に活用するこ とが期待 で きる。

(2)GISを 用 いた土地評価 システムの発展性

①GISを 用いた路線価付設システムの発展性

路線価付設 に当たっては、現状で も可能な限 りGISを 利用 しているが、そのためには必

要 なデータ取得が不可欠であ り、デー タ取得 に要す るコス トとGIS利 用の効果 とを比較 し

つつ、効果の高い工程で利用 してい る。

価格形成要因調査 の工程 では

ア 交通 ・接近条件における道路網 ネッ トワークデータか らの主要施設 までの距離データの

取得

イ 環境条件 における下水道処理 区域等 のポリゴンデー タか ら、そのポリゴンに包含 される

標準宅地や路線 のデー タの取得

ウ 行政的条件 における都市計画用途、容積率 、防火地域等のポ リゴンデー タか ら、そのポ

リゴンに包含 される標準宅地や路線のデータの取得

な どであるが、今後家屋番号付設済みのデータが整備 されれば、環境条件 における建物 の疎

密度、商業地の割合 といった地域的要 因の取得 も可能になろう。

また、各種検証図の編集 出力システム、路線価 図の編集出力 システムは機能向上のための

システム改良 を加 えるほか、土地価格比準表 の適合性の検証、 シュ ミレー ト機能 を強化 させ、

よ り均衡の とれた路線価格が求め られるようにシステムの改 良を重ねてい く必要がある。

②GISを 用いた画地条件調査 システムの発展性

現状では画地 に接する正面路線の選択 は人間の目で確認 して、判断 してい るが、膨大な数

にのぼる各画地 と路線 との関連 を計測するのであるから、人為的 ミスの混 入は避 けられない。

そ こで今後 は、路線1本1本 をポ リゴンデー タとし、画地ポ リゴンと路線 ポリゴンの隣接

関係 をシステム内で自動 的に認識 させ、画地条件 データも自動生成 させ ることがで きるシス

テムの開発 を目指す必要があろ う。
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さらには、画地計算の結果 を地番図上 に出力 させ、価格の検証等 を容易 に実施す ることが

で きるようになろう。

この ようなことが可能になる と画地評価の信頼度が飛躍的に向上 し、納税者か らの信頼の

確保 に大 きく貢献で きるもの と考 えられる。

(3)全 庁 システムへの発展性

① 全庁 システム(総 合的庁内ネ ッ トワークシステム)の 概念

全庁 システムは、その名の とお り庁 内全体 を覆 う統合 システムであ り、地図情報 を媒介 と

して庁 内の情報交換 をリアルタイムに行 うことがで きるようにするこ とに より、庁内事務の

効率化を図ろ うとす る ものである。

しか し、 この システムを全庁で同時に導入するには さまざまな困難が伴 い、段階的導入を

前提 とした構築計画 を立 てる必要がある。全庁 システム構築の初期 においては、高額 になる

地図データの入力、更新費用 を庁内で共同利用す ることにより、 システム導入における費用

対効果 を高める必要があ り、 このためには事前 に庁内の地図情報利用状況や、今後の要望 、

システム導入要望などを調査 し、運用 ・保守の段階で無駄のない ような共通地図デー タベー

スの設計 を行 うことが重要である。

全庁 システムが導入 されると、地図情報 を介 して庁 内の情報交換 をリアルタイムに行 うこ

とがで きるようにな り、従来個 々の部門が個別に運用 していた事務の横 の連携が システム的

に確立 される。た とえば建築確認 申請が出されたときには、都市計画課で は用途な どの法規

制 を、市民課では住居表示の付番 を、建築指導課では建築確認や竣工検査 を、資産税課では

家屋評価 を、上下水道課では取付工事の許可 と料金徴収手続 き、等々の事務が発生 し、これ

らの事務 を同時並行的に処理で きる とともに、それぞれの事務の連携 を密 にとることがで き

るようになる。

このようなことを実現するためには、今 まで各課においてプライベー トであ った情報 まで

も地図情報 を介 してある程度相互参照で きるようにす ることが必要で、全庁 システムの進ん

だ段階 においては、共通データベースの構築 とい うよりも、各部 門の自由な情報参照 とい う

方向性が求め られる。

② 固定資産税の事務支援 システムか ら全庁 システムへ

固定資産現況調査 デジタルデー タを、固定資産税の事務支援 システムに活用す ることの有

用性 は既 に述べ たところであるが、このデータを共通地図デ-タ ベースとして全庁 システム

に拡張す ることがで きる。

現 に全庁 システムを指向 しつつ、 まず固定資産税の事務支援 システムか ら導入を図ろうと

している市町村が多い。

その理由は、
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ア 固定資産税の事務支援 システムの導入効果が高い。

イ 固定資産現況調査 によって得 られたデジ タルデータは、一般的に考 えられる共通地図デ

ータベ ース項 目の内の多 くが整備 されている。

ウ 土地や家屋の異動 に伴 うデータ更新 を定期的に実施す るので、常 に最新のデー タが整備

されてい る。

エ 土地や家屋の情報の利用頻度が他の行政部門で も極めて高い。

な どによるものであろう。

全庁 システムの導入部署が拡張 されてい くと、共通地図デー タベース として必要な道路 、

鉄道、河川、家屋、基準点 などの地形 デー タは、比較的精度の高い(縮 尺1/500～1/1，000程

度)も のが要求 されるようになる。

また、最近で は航空写真測量 による図化機か ら直接 デジタルデータを取得す るデジ タルマ

ッピング手法が普及 し、費用の面で も従来のアナログ地形図 と大差がな くなってきているの

で、デジタルマ ッピング手法 による地形データの整備 が図 られるのではないか と考え られる。

③ 今後の展望

この ように固定資産現況調査事業のデジタルデータは、固定資産税の事務支援 システムに

活用 されるのみ ならず、全庁 システム導入の第一歩であ り、基盤であ る。

最近では全庁 システムの導入 を決定 したか、又は導入に向けての検討 を始 めた市町村が多

く、21世 紀初頭 には多 くの団体 でシステムが稼働 していることになろう。

そ して、システムの順次改良 と機能強化が図 られ、市町村の事務改善 には必要不可欠の も

の となろう。

その際、既存の業務 システム資源 を有効活用 しなが ら、地図情報 システム としての特性 を

活か した役割分担 をして効果的 ・体系的な連動 をさせる必要があろう。
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4市 町における評価 システムの適用実例

ここでは、団体規模の異 なる9市 町について、現況調査事業 によって構築 されたデジ タルデー

タを土地評価システムに取 り込み、更に、GISと して整備 している実例 を実態調査結果 に基づ

き紹介することとす る。

(1)概 況

紹介する9市 町の人口規模等の概況 については、次 の とお りとなっている。

団体名 神戸市 新潟市 静岡市

人口(人)

1

，415，720 484，446 473，945

世帯数(世 帯) 534，330 178，183 167，630

人口密度(人/k㎡) 2，583 2，352 414

市町村の面積(k㎡) 548 206 1，146

市街化区域(k㎡) 194 78 61

市街化調整区域(k㎡) 354 128 91

その他(k㎡) 0 0 994

土地筆数(筆) 509，982 371，124 655，126

宅地筆数(筆) 344，239 234，764 271，275

宅地以外の筆数(筆) 165，743 136，410 383，851

年間分合筆件数(筆) 8，985 12，000 3，127

家屋棟数(棟) 516，882 193，848 224，008

木造家屋棟数(棟) 278，219 156，756 116，710

非木造家屋棟数(棟) 238，663 37，092 57，099

年間新増築 ・滅失件数(棟) 15，222 7，774 10，357

総職員数(人) 19，732 5，250 4，830

首長部局職員数(人) 12，276 3，492 3，061

固定資産税担当職員数(人) 233 68 59

土地担当職員数(人) 59 21 24

家屋担当職員数(人) 79 35 28

償却資産担当職員数(人) 26 5 6
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茅 ケ山奇市 浦安市 鹿嶋市 古河市 熱海市 鷲宮町

214，763 123，461 60，465 58，974 45，434 34，515

85，898 50，032 19，811 19，324 21，209 10，908

6，006 7，271 652 2，808 738 2，483

36 17 93 21 62 14

22 17 24 12 62 3

14 0 36 9 0 10

0 0 33 0 0 0

164，933 27，650 138，182 66，692 70，946 43，538

92，131 24，819 40，060 33，186 32，571 13，785

72，802 2，831 98，122 33，506 38，375 29，753

6，000 380 4，108 1，963 1，617 300

58，105 18，635 32，723 27，317 38，646 9，652

48，174 13，912 27，601 22，523 17，035 6，586

9，931 4，723 5，122 4，794 19，611 3，066

2，800 1，134 999 1，176 900 340

1，901 1，339 613 507 833 295

1，350 1，091 449 415 504 228

29 18 8 8 15 5

10 7 4 (8) (15) 3

11 7 2 (8) (15) 2

7 2 2 (2) (2) (1)

()書 きは兼務
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(2)調 査対象市町 ごとの適用状況

次に、調査対象 とした9市 町各々における適用状況について、評価 システム導入に至るまで

の沿革 、評価 システム導入の目的、評価 システム導入の経過、評価 システムの機能、評価 シス

テムの構成、評価 システムの運用体制、経費、評価 システムのメ リット、課題及び対応状況、

デ ジタルデータの更新 といった項 目に関 して、団体毎 に紹介することとする。

① 神戸市

ア 評価システム導入に至 るまでの沿革

本市では、従来 よ り法務局所管の公図(法17条 地図を含む。)の 整備状況が不十分であ

ることか ら、独 自で地番参考図 をアナログ図で作成 して きた ところであるが、その メンテ

ナンス費用、活用方法等 を総合的に考慮 した結果、デジタル化 により、図面の より高度 な

活用 を図るべ きであるとの判断の もとに、平成7年 度 より地番図、家屋 図、路線価図を統

合 した固定資産評価図のデジタルによる整備 をはじめた ものである。

(ア)路 線価図

平成9年 度の全路線価公開を前提 に、土地価格比準表を用いた路線価計算 、公 開用路

線価図の作成等を容易に行 うため、路線価図のデジタル化 を行 った。

(イ)地 番参考 図

従来 よ り、マイラーベースのアナログ図面による管理 を行 っていたが、分合筆等の図

面整備が、区役所職員 による手作業 によるものであったため、その精度に問題が生 じて

いた。そ こで、図面の精度 を向上 させる とともに、課税の公平化 ・適正化 を図 り、 さら

には多 目的な利用可能性 をもふ まえ、デジタル化を行 った。

(ウ)家 屋所在図

従来 より、区役所職員が手書 きで家屋所在図 を作成 していたが、地番参考 図との関連

付 けがなされていなか ったため、住宅用地等の適正な把握のため、地番参考 図のデジタ

ル化 と併せて家屋所在図について もデジタル化を行 うもの とした。

イ 評価 システム導入の目的

システムの導入 目的 は、課税客体の完全な把握 に努 め、課税誤 りを防止 し、課税の公平

化 ・適正化 を推進することにあ り、そのため、基礎 となる図面の作成及 びその検索、属性

データの表示 を中心 としてい る。

(ア)活 用方法

a固 定資産税

(a)路 線価付設作業 の検証

(b)公 開用路線価図作成

(c)土 地の現況把握
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(d)納 税者 に対す る評価内容の説明資料

(e)画 地認定 における参考資料(航 空写真 デー タを併せて活用)

(f)住 宅用地の認定

(g)課 税漏れ家屋 の確認 等

b他 部局

(a)事 業計画、用地買収の対象土地の把握

(b)各 種都市計画の基礎資料 の作成

(c)市 有財産の管理

(d)住 居表示対象土地の把握 等

ウ 評価 システムの導入の経過

(ア)経 過

a

b

C

d

e

f

路線価図作成(平 成5年 度)

市街化区域地番参考図作成(平 成7年 度 、平成8年 度)

市街化区域家屋所在図作成(平 成8年 度)

市街化調整区域地番参考図作成(平 成9年 度)

市街化調整区域家屋所在図作成(平 成9年 度)

マ ッピングシステム導入(平 成7年 度～平成9年 度)

(イ)作 業内容

a路 線価図作成

1/2，500の 都市計画 図を基 に区役所が作成 した路線価図をデータ化 し、 これよ り最寄

駅距離等の距離要因をデータ取得するとともに、別途作成の土地価格比準表 を用いて

路線価計算を行 う。

b地 番参考図作成

道路台帳図を基礎 として、法務局 の公図、17条 地図、分合筆図、建物所在図をもち

いて、1/500で 筆界を割 り込 んだ入力原稿図を作成 し、 これ をデータ化する とともに、

土地評価DB等 のデータを属性デー タと して取 り込む。

c家 屋所在 図作成

航空写真 をベースに家屋形状 をデータ化 し、区役所所管の家屋所在図 より家屋番号

の付番 を行 うとともに、家屋評価DBの データを属性 デー タと して取 り込む。

dマ ッピングシステム導入

固定資産税課及 び各 区にパ ソコンシステムを導入す る。

エ 評価 システムの機能

地番検索、航空写真表示 、属性 デー タ表示(評 価情報の一部)

オ 評価 システムの構成
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(ア)本 体NECXv20W30

(イ)プ リンタEPSONMJ-5000C(カ ラーインクジエ ッ ト)

(ウ)外 付HD4G×3(航 空写真用)

(エ)OSWindowsNT4.0

カ 評価 システムの運用体制

特別 な体制は とっていない。

キ 評価 システムのメリッ ト、課題及 び対応状況

導入時の費用負担 が大 きい。

(ア)地 番参考図作成

法務局の公図等 の整備状況が悪いため、ほぼ全市域 にわた り、分合筆 図等 を利用 して

筆界 を確認 しなが ら入力原稿図を作成 しなければならない。また、地図混乱地域等で、

図面の作成が不可能 な地域 も多い。

(イ)家 屋所在 図作成

航空写真 をベースに家屋形状 をデータ化 したため、家屋番号の付番に際 し、多量の不

突合が生 じた。

(ウ)そ の他

異動更新 については、従来の形状の抹消 と新規の形状 の入力が必要 なため、更新費用

が割高 とな り、今後の経費負担が重い。

ク デジ タルデータの更新

(ア)地 図データ

毎年、表示登記の添付図面 を委託業者 に渡 して整備する。

(イ)属 性データ

地図データの更新 に併せ て、属性データの更新 を行 う。課税用のシステム より磁気テ

ープを介 して、システムへ転送。
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② 新潟市

ア 評価 システム導入に至 るまでの沿革

固定資産の課税(賦 課)業 務体制 をより優れたもの として再構築す るために開発 した。

(課税体制の見直 し)

現在では、新潟市地域情報計画の重点プロジェク トである 「地図情報 システム」 の基礎

デー タと して位置づけ られ、下水道答理 システムや道路敷地調査支援 システムにもレイヤ

ーやデー タを提供する計画である
。

イ 評価 システム導入の目的

固定資産税 を賦 課するに当た り基本 となる次の主要 な業務 について内容 を見直 し、シス

テムを構築 した。

主要な業務 関 連 開発 したシステム

正確な課税客体把握

評価の適正化

適切な事務処理

納税者の信頼確保

土地 ・家屋図面情報システム(家 屋、地目、画地、住宅用地調査など)

土地評価システム(路 線価算定、路線変換、正面路線番号自動検証など)

固定資産税補完システム(賦 課入力、台帳、名寄帳管理、家屋評価など)

課税明細書送付

特 に、土地及び家屋 に対す る調査や賦課業務 は、全て画地が基本 となることか ら、地図

情報 システム(土 地 ・家屋 図面情報 システム)、 土地評価 システム、土地 ・家屋 の賦課入

力 システム(固 定資産税補完 システム)の いずれ も画地単位 で調査、賦課入力 を行 うシス

テムと した。(図 面 は全てポリゴン化 し、家屋図は棟番号 を認定、同時 に画地マスタを整

備す ることで、土地 と家屋のデー タの連動化 を実現)

また、異動状況調査や賦課入力 に当たっては、各種のシステムを融合 させ、可能な限 り

高精度 かつ迅速 に業務が遂行で きるように、非常 に多 くのチエ ック機能 を設けて課税 の適

正化が図 られるように してい る。
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ウ 評価 システム導入の経緯

事 業 項 目
平成3年 度 平成4年 度 平成5年 度 平成6年 度 平成7年 度 平成8年 度

7101 47101 47101 47101 47101 47101

航空写真(再)撮 形

地番図 作成 (部 分は法務局公図との照合)

分合筆

家屋図 作成 (部 分は家屋図認定業務)

簡易図形更新現

況

調

査

経年異動調査

地目調査(異 動照合) 総合的な

現況調査画地調査&データセットアップ 調査

住宅用地特例調査

税務地図情報システム

不整形自動計測

台帳，名寄帳等管理

土地オンライン入力

名寄帳 台帳 評価調

家星オンライン入力

画地管理

マ ンシ ョン管理

状況類似地区区分

標準宅地選定(☆ 鑑定) ☆(☆) ☆ (☆)

路線付設

比準表作成

土

地

評

価

シ

ス

テ

ム

路線価格算定

状類地区異動自動化

路線番号誤入力調査

距離要因自動取得

画地条件自動測定

家屋評価システム

異動入力システム連動

木造評価システム改良 非木造評価システム開発

辞価 替え 自動 化システム

エ 評価 システムの機能

(ア)土 地 ・家屋図面情報 システム

a基 本概要

(a)土 地 ・家屋現況図 を数値化 して作成、運用。(業 者委託大型編集図又はパ ソコン

で任意出力)

(b)地 図データ、属性 データは毎年更新。

(c)航 空写真 を3年 毎に撮影 し、家屋及び地 目の異動照合を行 う。

(d)次 の3種 類のデー タを同一図面上で合成、デー タ編集 し、固定資産税業務及びそ

の他業務 に活用。

・数値化 図(ポ リゴン化 したベ クター):地 番図、家屋 図(家 屋番号付番)、 画地

図、路線価図

・背景図(ラ ス ター):航 空写真図、国土基本図

・属性情報:土 地課税(非 課税)台 帳、家屋課税台帳、

画地マスタ、路線マスタ等の固定資産税
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に係るデー タの全て

(e)パ ソコンを活用 した図面検索 システムである 「税務地図情報 システム」で 日常的

な運用効率 を高めてい る。

b機 能

(a)地 目、家屋 の異動状況がデータ管理で きる。

(b)住 宅用地特例 の調査が行 える。(画 地構成筆 と家屋のデー タを編集)

(C)税 務地図情報 システムにより、任意 にレイヤー と属性デー タを組み合わせて必要

な図面 を出力で きる。

(d)土 地評価 システムとの連動 によ り、多 くの評価業務が高精度化、効率化で きる。

(e)土 地 と家屋の所有 と利用 に関 して多 くの分野での汎用性 を持ち、行政実務への活

用の有効性 は高い。

c運 用体制

(a)全 体的 な調査支援(現 年度、過年度更正用調査)

家屋異動 、地 目照合、住宅用地特例適用等の調査 により要調査物件デー タを抽出、

これらを名寄 して、高精度 かつ効率的な現況調査 を行 う。

(b)次 年度賦課調査支援

入力時にすべての異動物件 を 「税務地図情報システム」で出力、画地や家屋の建

築状況、路線価 などを確認す ることで、高精度かつ効率 的な賦課業務 を推進するこ

とがで きる。

(イ)土 地評価 システム

a基 本概要

(a)各 種の価格形成要因を統計 的に分析 、適切な比準表 を作成 して、路線価 を算定。

(b)土 地 ・家屋図面情報 システムと一体的に活用することで、各種の業務 を高精度化、

効率化。

b運 用 、機能

(a)国 土基本図、地番図 と合成 した路線価図を出力、評価替えの シミュレーシ ョンや

賦 課入力時の確認 に活用。

(b)数 値化 した図面情報 との リンクによる業務の効率化、高精度化

・標準宅地番号や路線番号の変換(図 面情報か ら一括 して対象筆 を抽出 して、番号

を変換)

・路線番号入力誤 り調査(路 線 自体がポリゴン化 されてお り、接続す る画地更正筆

の正面路線番号 を検証)

土地 ・家屋図面情報 システムのデー タを活用す ることで、距離要因などは自動計

測している。
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(ウ)税 務地図情報システム

a基 本概要

土地 ・家屋図面情報 システム及び土地評価システムで得 られたデー タを汎用的かつ

日常的 に活用するためのパ ソコンによる図面検索、出力 システム。(ネ ッ トワーク化

により固定資産税補完 システム等 と端末を共用)

b機 能

(a)図 面 出力 地番、家屋、画地、路線価 、航空写真 などの レイヤー と属性情報

を組み合わせて画面表示、出力 を行 う。(出 力サ イズA3版 以下、

1回 での表示可能範囲 南北1.8km東 西2.4km)

(b)不 整形測定 不整形地補正率算定のための蔭地割合を自動計測

(c)路 線価算定 宅地造成 などにより新 しく設定が必要 な路線価格を算定

(d)調 査管理 土地 ・家屋図面情報 システムで抽出 した要調査物件デー タを名寄

せ し、調査状況 を管理

(エ)固 定資産税 システム

a基 本概要、機能

新潟市電算情報課中央電子計算機(ホ ス トコンピュータ)で 運用、管理する固定資

産税賦課計算 システム。

土地、家屋 、償却資産のデー タ管理、税額計算、名寄帳、評価調書、各種証明書出

力等 を行 う。

ただ し、その時点限 りのデー タ管理 しかで きないため、現年度を含めて履歴管理 は

で きない。

また、マス タを1本 しか所有 してお らず、翌年度当初賦課入力は第3期 納期(12月

28日)更 正後 となることか ら、それ まで はデータの電算チ エック等 は不可能。(年 度

末に業務集中)

入力方法 も紙の連絡票に よる1筆 、1棟 単位の入力が原則のため、入力誤 りが発生

しやすかった。

(チエ ック機能が貧弱 な上、点検 も手作業で行 うため見逃 しやすかった。)

(オ)固 定資産税補完 システム

a基 本概要

上記の固定資産税 システムを補 うため導入 したオフィスコンピュータシステムであ

り、平成5年 度 より開発 を開始 し、同年秋 よ り一部稼働。本格稼働 は、平成6年 夏か

らで、サブシステム開発毎に順次稼働範囲を拡大。

主にノー トパ ソコンを端末 とすることで低 コス ト化 を図 り、パ ソコンサーバーを活

用 したネッ トワーク化によ り固定資産税補完 システム等の他 システム と端末 を共用 し
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ている。

b機 能

(a)名 寄帳管理 平成2年 度以降の名寄帳 を管理(異 動履歴 も全て管理)

(b)課 税台帳管理 平成2年 度以降の課税台帳 を管理(異 動履歴 も全て管理)

(c)評 価調書管理 平成2年 度以降の評価調書 を管理(平 成8年 度以降は異

動履歴 も全て管理)

(d)家 屋評価計算 木造、非木造家屋評価 を計算、計算後は自動的 に異動入

力処理(評 価替 え機能有)

(e)土 地 ・家屋異動入力 課税内容 を端末に表示、異動部分のみを入力す るオンラ

イ ンシステム(路 線価算定後の評価計算はこのシステムで

行 う。)

入力は原則 として画地単位で処理する。

非常 に厳 しいチエ ックを行い、エ ラーを排 除する。

翌年度 当初賦課、現年度/過 年度更正入力が可能

(f)マ ンシ ョン管理 家屋専有部、家屋共用部、土地共有部分のデータを一元

管理

(g)そ の他 建築確認 申請状況管理 、特別土地保有税対象土地 自動抽

出など

c運 用

(a)入 力、台帳 出力などは通年で行 う。

(b)現 年度/過 年度更正は、毎月1回 更正決議書 と更正台帳(名 寄帳)、 更正納税通

知書を作成。
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オ 評価システムの構成

種別 区分 用途 品名 台数 摘要

システム 中央処理装置 システムの ACOS－3600 1 内蔵HDD
・土 地 ・家屋 (本体) 各種処理 VAX380 1 記憶容量

図面情報システム
・ユーザー インタフェース VAX250 1

・土 地評 価システム

固定磁気 システムプログラ ACOS－3600 8 記 憶容量1042MB・

電算機の種類 デ ィス ク装置 ム とデ ー タベ ース VAX380，250 10 9GB

・業者図形処理 他の記録 Inter-ProEWS 8 15GB

電子計算機

(汎用機含) 光磁気ディスク デ ー タベ ース の PC－OD102 2

装置 記録等

磁気テープ装置 他 システムデー タ ACOS－3600 6

(NT) の授受 VAX380 1

端末機 端末機として中央 Inter-ProEWS 8

処理装置と同様の PC9821 5

処理

デジタイザ 図形データ数値化 DII－7000 20

処理

カラー静 電ブ ロッタ 地図の出力 Calcomp68436 2 図面サイズ:AO

日本語ペ ージ 地図 ・帳票の出力 ACOS_3600 2

プ リンタ

無停電装置 停電時対策 POTERWARE 1

PICO－1000

ネ ッ トワー ク 各種機器の接続等 QuaterL 1 5GB

サ ーバ ー PCX－720

オ ペ レー シ ョン システム ・機器を ACOX/4-XUP)

システム(OS) 制御する基本ソフ VAX/VXS

ト CLIX

Windows

開発 ソフ トウェア システムとしての IGDS 委託

基本的処理を行う

応用 ソフ トウェア システムの機能を 土地評価

充実するための システム

ソフ トウェア 図面数値化
システム

税務地図情報
システム
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種別

システム

・固定資産税

システム

電算機の種類
・市中央

電子計算機

区分

ハ
ー

ド

ウ
ェ

ア

中央処理装置

(本体)

周

辺

機

器

固定磁気

ディスク装置

磁気テープ装置

(NT)

用途

システムの 各 種 処 理

・ユーザ ーインタフェ-ス

システムプログ ラムと

データーベース 他 の記 録

他 システムデー タ

の授受

品名

M－1700/4B

F6429KA

F619

台数

1

1

4

摘要

記 憶容量64GB

(24ボ リューム)

端末機 端末機として中央

処理装置 と同様の

処理

8

5

日本語ページ

プ リンタ

地図 ・帳票の出力 ACOS－3600 2

システム

・固定資産税

補完 システム
・税務地図

情報 システム

電算機の種類

(資産税務課内)

オフィ ス

コンピュー タ

・パ ソコン

サーバー
・端末用

パ ソコン

ハ

ー

ド

ウ
ェ

ア

賦課入力システム用

中央処理装置本体

周

辺
機

器

固定磁気

ディスク装置

磁気テープ装置

(NT)

システム管理用端末

大型 プリンタ

システムの 各種 処理

・ユーザーインタフェース

システムプログラムと

デ ータヘ㌧ス他 の記 録

他 システムデータ

の授受

図面情報 システム

用サーバー

台帳，名寄等出力用

システムの 各 種 処 理

・ユーザ ーインタフェ-ス

X6700αⅢD

F8872E32

F6472A11

Xl600α20B

F6902AXIA

FM5000SV550

1

1

1

1

2

1

内蔵田D記 憶容量

3.3GB

記憶容量24.0GB

図面出力不可

内蔵HDD記 憶容量

8.OGB

固定磁気

ディスク装置

システムプログ ラムと

デ ータベース他 の記 録

1 記憶容量25.8GB

端末関係

カラーバ ブル

ジェッ トプリンタ

レーザプリンタ

ページプ リンタ

賦課入力兼

図面端末

地図の出力

地図 ・帳票の出力

ノートFMR50NL

FMV 575

FMVNU 2

デ スクFMVSE

FMV SP

BJP830

LBP720Ⅱほか

5

13

6

6

3

1

8

端末合計33台

内訳
・補完システム専用18

・図面兼用15

(将来は全 て兼用)

図面サイズ:A3

図面サイズ:A3
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(構成図)

種別 機器構成 主な機能

土地 ・家屋図面 土地 ・家屋 図面情報 システム

情報システム 図形処理機 VAX380，VAX250 ・地 目、家屋航空写真照合データ作成

兼 汎用機 NECACOS－3600 航空写真情報 ・地番、家屋 図面 と台帳(マスタ)照合

土地評価システム用 分合筆 ・画地線結合(画 地マスタと突合)照 合

業者図形処理用 家屋登記図 ・住宅用地調査

業者図形処理 電子計算機 画地異動 土地評価システム

電子計算機 デ ー タ
・状類地区移動

(汎用機含む) 図形照合 台帳情報 ・比準表策定、路線価格算定

結果(MT) (MT) ・路線番号入力検証

・路線価格距離要因自動取得など

ホ ス トコ ンピュ ー タ

固定資産税 富士通 N-1700/4B 現年当初課税及び現年 ・過年度更正用

システム用 ・課税標準額計算

市中央電子計算機 ・納税通知書発行

市中央 (ホストコンピ ュータ) ・決議書、課税台帳、名寄帳作成

電子計算機 →更正用は毎月作成～管理はオフコン

(ホストコンピ ュータ) 計算処理 台帳情報 ・名寄管理(現 年のみ)

結果(MT) (MT) ・証明書発行(現 年のみ)

図形処理結果

固定資産税 オ フ イス コ ン ピュー タ 図形照合結果 固定資産補完システム

補完システム 富士通 X－6700αⅢ (NO) ・土地 ・家屋賦課入力

兼 (現年度当初、現年過年度更正)

税務地図 台帳 (名寄帳) 管理 ・家屋評価計算

情報システム用 オンライン賦課入力用 ・課税台帳管理(平 成2年 度以降)

・名寄帳管理(平 成2年 度以降)

資産税課内 ・マ ンシ ョンデー タ管理

オフイス オンライン オンライン ・建築確認状況管理

コ ン ピュー タ v

パ ソコン パ ソコ ンサ ーバ ー 税務地図情報システム

サ ーバ ー 富士通 FM－5000sv550 ・図面検索、出力

端末用パ ソコン ―地番、家屋、面地、路線 図

図面情報管理兼 ―属性表示、着色表示

ネ ットワーク管理用 ―各積編集
・不整形地測定

・路線価算定(新 規路線用)

オンライン オンライン
・異動物件データ/調 査進行管理

端末機器等

端末用パ ソコン プ リンタ類

ノートパ ソコン 24台 オフコン用大 型 プ リンタ2台

デ スクトップパ ソコン 9台 レーザビ ームプ リンタ 8台
バ ブルジ ェットカラープ リンタ1台
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カ評価 システムの運用体制

システム区分 新潟市名称 導入時 運用時

現況調査 土 地 ・家屋 開発担当2名 土地運用担当2名

図面情報 不明筆調査5～8名 家屋運用担 当1～2名

シス テ ム 家屋棟番認定5～6名 管理運用担 当1～2名

(開発担当以外は専従) (土 地、家屋各1名 は専従)

土地評価 土地評価 システム担 当2～3名 システム担当2～3名

シ ステ ム シ ステ ム (兼務) (兼務)

家屋評価 土地開発担当2名 土地運用担当2名
シス テ ム 固定資産税 家屋開発担当2名 家屋運用担当1～2名

補完 システム 管理開発担当2名 管理運用担当1～2名

賦課入力 (管理以外 は専従) (土地、家屋各1名 は専従)
システ ム

計算 システム 固定資産税 電算担当課2名 電算担当課2名
システム(改 良) (他課 システム と兼務) (他課 システム と兼務)

キ 経 費

(ア)導 入準備 時

平成3年 度 よ り各種 システム整備に着手 してお り、導入費用 は次の とお り

システム区分 新潟市名称 3年 度 4年 度 5年度 6年 度 7年度 8年度 合 計

現況調査 土 地 ・家 屋

図面情 報 システム 222 324 132 111 運用 運用 789

土地評価

システム

土地評価

システム 62 93 運用 運用 運用 155

家屋評価

システム 固定資産税

補完 システム

賦課入力

システム

40 122 125 81 368

計算 システム 固定資産税

システム(改 良) 79 運用 運用 79

合 計

222 386 265 312 125 81 1，391
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(イ)運 用 時

平成9年 度以降の運用経費は次の とお り

固定資産税 の場合、評価替えサ イクルにより各年度毎に経費の増減がある。

(単位:百 万円)

システム区分 新潟市名称 9年 度 10年 度 11年 度 合 計 備 考

現況調査 土 地 ・家屋

図面 情報 システム 57 57 192 306

平成11年 度は航空写真撮影

年で各種照合業務がある。

土地評価

システム

土地評価

システム 25 48 77 150

家屋評価

システム 固定資産税

補完 システム 60 46 86 192

平成11年 度は、平成8年 度並

の税法(及 び評価基準)改 正

があ るとして計画。

平成9年 度 は、1千6百万円程

度の システム改良 を含む。

賦課入力

システム

合 計
142 151 355 648

ク 評価 システムの メリッ ト、課題及び対応状況

(ア)導 入準備 時

土地 ・家屋図面情報 システム (課題)不 突合地番等が大量 に発生 し、経 費、労力の

両面で負担が大 きかった。

(対応)予 算 を確保す るとともに、不突合解明専従班

を設置 して対応 した。

(課題)基 本図 となる更正図、測量図(道 路台帳平面

図など)と もに精度 に問題 があった。

(対応)一 応 は、一定水準に達 したが、逐次精度の向

上に努めている。
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(イ)運 用時

土地評価 システム(課 題)比 準表 は、大都市 圏で作成 された ものを基本

と している例が多いが、地方都市 とは価格形

成要因がかな り異 なってい るようで調整が必

要であ る。

(対応)比 準表の価格形成要因を見直すな どして調整

を図っているが、最終段階で総合的 な補正 を

行 う必要がでてきた例 もある。

(課題)導 入時に比較 して、運用段階 に入 って も経費

が下が らない。

(対応)市 側の業務 を増や して、経費の節減 を図 る。

固定資産税補完 システム(課 題)土 地の評価計算、課税標準額算出方法が複雑

になりす ぎている。

当市 のような複雑 なシステムの場合 、効果 は

非常 に高い ものの、修正時の費用や職員の負

担 が非常 に大 きい。

(システム修正が非常 に大規模になって しま

う。)

ケ デジタルデー タの更新

(ア)地 図データの更新

a毎 年2月 下旬 までに、数回(3か 月毎位)に 分けて分合筆図(写)、 家屋登記図面

等 を業者に送付 。

b業 者 は、更新 した図面 デー タ及び出力 図(不 突合図)を 作成、納品。(属 性 デー タ

も入力済)

c航 空写真撮影年(3年 毎)に は、地 目、家屋の航空写真照合 も行 うが、 これらもデ

ー タ処理 して納品
。

※ 検索、出力用の税務地図情報 システムのデータも同時更新。

(イ)属 性データの更新

a毎 年 、納税通知書発送前後 に新年度マス タ(土 地、家屋、画地、路線)の 磁気 テ

ープを業者に送付
。
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b6月 頃までに業者が更新 した図面データと一緒 に送付。

※ 検索、出力用の税務地図情報 システムのデータも同時更新。

賦課入力用 の固定資産税補完 システムに分合筆 などの異動履歴が全て蓄積 されて

お り、 また入力時 に計測 した図面 も管理 してい るので、地図データの更新 をその都

度行 う必要は感 じていない。

また、一般職員が地図データの更新 を行 うことは、精度管理上疑問が残 ると考 え

られるし、そのための職員配置などによるコス ト面 を考慮 した場合、年度末一括更

新 を専門業者に委託す るほ うが適当 と考 えてい る。(測 量精度 は求めていないが、

課税 デー タとして最大限の精度 は確保すべ きと考 えている。)

③ 静岡市

ア 評価 システム導入に至 るまでの沿革

当市で は、平成6年 度 から納税通知書に課税明細書 を付 けて送付することになった。

また、平成5年6月22日 に自治省 から航空写真 を活用 した固定資産現況調査 の推進の通

達があった。

これ らの状況の中で、よ り適正な課税のため、資産税課において、地図情報を利用 した

土地 ・家屋調査 を検討 し、資産税マ ッピングシステムの導入の運 びとなった。

イ 評価 システム導入の 目的

(ア)2億 円の予算でよ り良いシステムを作 るため、ラス ターデータとベ クターデータを使

った地図情報 システムを構築 した。

(イ)航 空写真図 を入力す るシステム とした。

(ウ)ハ ー ド機器 を出来るだけ多 く導 入 し、事務の効率化を図 った。

(工)プ ロポーザルコンペ方式 と見積 り合せ によって、委託業者 を決定 した。

(オ)委 託業者 との打合せ を密 に して、静岡市 にふ さわ しいシステムを構築 した。
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ウ 評価 システムの導入経過

分

票

事 業 項 目
平成5年 度 平成6年 度 平成7年 度 平成8年 度

46810122 46810122 46810122 46810122月

システム検討委 員会

法務局との照合

システムの視祭現

況

調

査

地形図作成

地 図作成

経年異動 修正

システ ム ソフ ト作 成

土

地

評

価

シ

ス

テ

ム

家屋図作成

航空写真図作成

経年異動修正

シ ステ ム ソ フ ト作 成

家

屋

評

価

シ

ス

テ

ム

エ 評価 シスチムの機能

(ア)地 番図 ・家屋図検索

(イ)属 性 データの検索

(ウ)色 分 け処理

(エ)航 空写真 図検索

(オ)印 刷機能

(カ)修 正機能
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オ 評 価 シ ステ ムの構 成

サ ーバ ー(地 番 図 、家屋 図 、属性 デ ー タ)

サ ーバ ー(航 空写 真 図)

クラ イア ン ト(デ ュア ル デ ィス プ レイ)

クラ イア ン ト(液 晶 デ ィスプ レイ)

A0イ ンジ ェ ク トプ ロ ッタ(カ ラー)

A4カ ラー レーザ プ ロ ッタ

A3モ ノク ロ レーザ プ ロ ッタ

1台

1台

2台

15台

1台

1台

3台

図形 ・属性
サーバ ー

写真図
サーバー

窓口用端末

高速ネ ットワーク

土地第2係 土地第1係 家屋第1係 家屋第2係
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カ 評価システムの運用体制

静 岡市資 産税マ ッピングシステム ・プロジエク トチーム

副 会 長(総 務)資 産税課家屋第2係 長

副部会長(総 務)資 産 税 課 主 査

部 会 員(土 地)資 産 税 課 主 査

部 会 員(土 地)資 産 税 課 主 事

部 会 員(家 屋電算)資 産 税 課 主 事

部 会 員(土 地電算)資 産 税 課 主 事

部 会 員(家 屋)資 産 税 課 主 事

部 会 員(家 屋)資 産 税 課 主 事 補

参画会員(シ ステム)情 報 管 理 課 主 査

参画会員(シ ステム)情 報 管 理 課 主 事

主任技術者
(業務全体管理者)
アランテスプロジェクト

担当営業

地 図 デ ー タ 作 成

地図データ編集責任者

固定資産部固 定資産課

地図データ作成責任者
(工程 ・技術管理 等)

コ ンピュ ー タマ ッピ ング部

デ ー タベ ース課

シ ス テ ム 構 築

システム構築
プロジェク トリーダー

(工程管理・システム機器検計・仕様分析等)

アラン テスプ ロジェ ク ト

地図データ編集補佐(
作業指示・工程管理 等)
固定資産部 固定資産課
固定資産部 評価システム課

コンピ ュータマッピ ング部
(地図デ ータ入力管理・作業指示等)

資産ファイル作成担当

(土地・家資産ファイル作成

固定資産部固定資産課

等)

システム構築 補佐
(基本設計・詳細設計・機器設計・仕様検討等)

アランテス プロジェ クト

システム構築

固定資産部 評価システム課

地図データ編集担当(
編集作業担 当)
固定資産部 固定資産課
固定資産部 評価システム課

地図デー タ作成担当
(データ入力 ・出力 及び

デー タファイル作成 等)
コンピ ュータマッピ ングデ ータベ ース課

固定資産部 固定資産課

下記作業担当
システムエンジニア

プログラマー
(基本設計・詳細設計・機器設計・仕様検討 等)

(プ ログラミング・テスト確認・運用確認 等)

アランテスブロシエクト

固定資産部 評価システム課
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(工程 ・技術管理 等)

静岡支店

地図データ入力・ファイル作成担当

テー タベー ス課

(仕様分析・ヒアリング テスト確認・運用確認 等)



キ 経 費

(ア)導 入準 備 時

マ ッピ ング シス テ ム開発 費(H6～8)196百 万 円

第2次 マ ッピ ング シス テム 開発 費(H9～10)40百 万 円

236百 万 円

(イ)運 用 時

経 年 異動 更 新費39百 万 円

ハ ー ド ・ソ フ トウ ェア リー ス料14百 万 円

ハ ー ド ・ソ フ トウ ェア保守 点 検料4百 万 円

57百 万円(毎 年)

ク 評価 システムのメリッ ト、課題 及び対応状況

(ア)導 入準備時

課題

a土 地係

地番照合調査

地目照合調査

b家 屋係

不一致家屋調査

対応状況

a土 地係は、法務局の登記簿 と資産税課 の土地台帳 とを照合 して、地番 と地 目のデ

ータの精度 を高めた。

b家 屋係は、家屋図 を作 るにあた り、課税データと家屋 を突合 した。不一致家屋 に

ついては、現地調査 を実施 して、滅失 、新増築漏れを発見 し、よ り適正な課税 とし

た。

(イ)運 用時

メリッ ト

a適 正 な課税客体の把握

b誤 課税の防止 を実現

c市 民サービスの向上

d固 定資産税関係書類 のペーパー レス化

e市 所有の各種地図の共通利用

課題

住宅用地と非住宅用地の調査

対応状況
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土地 と家屋 のデータを突合 し、住宅用地か非住宅用地の把握 を行 い、不一致 した土

地については、現地調査 を実施する。

ケ デジタルデータの更新

(ア)地 図デー タの更新

毎年3月 に分合筆の土地 と新増築及 び滅失家屋の情報 を委託会社に送って、地図デー

タを更新する。

(イ)属 性 デー タの更新

毎年3月 にMTを 委託会社に送 って、属性 デー タを更新する。

④ 茅ヶ崎市

ア 評価 システム導入に至 るまでの沿革

課税客体の現況 を正確かつ効率的 に把握するために固定資産の評価に関 し、必要 な資料

の整備 を行 うことの必要性 があ った。

膨大 な評価対象筆を限 られた人員で、適正かつ均衡の保 たれた評価をするために、土地

の持つ多 くの情報 を系統的に分析 し、価格形成要因を客観的 に判定 し、合理的 な裏付け資

料 に基づいて評価 を行 うことの必要性があった。

イ 評価 システム導入の目的

税務地図情報 システムは、以下の点 に重点 をおいて構 築 している。

(ア)課 税事務の正確性 、迅速性

a課 税客体の適正 かつ迅速 な把握

過年度、賦課基準 日、現時点

b航 空写真 による効率的な課税客体 の把握

c視 覚 による素早い状況判断

(イ)情 報の統一的管理

a台 帳情報 と地図情報の一元化 と相互の整合性 の確保

(ウ)窓 口サー ビスの向上

a問 い合わせ に対す る台帳、地図の検索時 間の短縮

(エ)関 係書類のペーパー レス化

aペ ーパー レスによる事務の効率化 と事務 スペースの有効利用
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ウ 評価システム導入の経過

分 平成5年 度 平成6年 度 平成7年 度 平成8年 度事 業 項 目

票46810122468101224681012246810122月

撮影、写真図

地番家屋現況図(デジタス)前年度までに作成済み現

分合筆異動修正(デジタル)

家屋現況図修正(デジタル)況

家屋異動調査

地 目現況調査調

査

基礎資料整備

用途・状況類似地区の見直し

標準地の見直 し

路線付設の見直 し

価格形成要因調査

標準地の鑑定評価

比準表の再検討

路線価格の算定

画地条件調査 ・計算

家

屋

評

価

シ

ス

テ

ム

エ 評価 システムの機能

(ア)図 面検索(ウ)グ ラフ ィック機能(オ)そ の他の機能

索引図検索 ・隣接 図面表示 ・業務選択機能
・目標物検索 ・オーバ ーレイ表示 ・図面/調 書印刷

・所在地検索 ・テキス ト表示 ・測地座標表示

家屋番号検索 ・ランク分け表示 ・スケールバー表示
・所有者検索 ・全体 図ウィン ドウ ・航空写真表示

・路線番号検索 ・拡大/縮 小/異 動 ・地形図表示

`標 準地検索 ・図形/文 字描画 ・イメージデー タの印刷

スナ ップ機能

(イ)属 性検索 ・テキス ト抑制表示
・所在地検索

家屋番号検索(エ)計 算機能
・所有者検索 ・面積計算

・路線番号検索 ・辺長計算

・標準地検索 ・角度計算

データ集計
・想定整形地(蔭 地割合)算 出
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土

地

評

価

シ

ス

テ

ム

(verl.1) (verl.8)税務地図情報システム



オ 評価 システムの構成

6F建 築■■■

レーザ

プリンタ

パソコン

2F資■ 税■
ハブ

パソコン
パソコン

プリントサーバ

サーバ

レーザ

プリンタ

カラー

ブリンタ

カ 評価 システムの運用体制

毎年賦課基準 日現在 の地図デー タ及 び属性データを、業者 に委託 して更新 している。

(新デー タへの入れ替 えは毎年5～6月 になる)

なお、ハー ドウェア及び ソフ トウェアについては業者 と保守契約 をして対応 している。

キ 経費

(ア)導 入準備時

地番編集図作成24百 万円

地番編集図数値化44百 万円

(イ)運 用 時

(毎 年)分 合筆加除修正3百 万円

ファイル変換料1百 万円

リース料3百 万円(×5年)

(3年 毎)航 空写真作成6百 万円

家屋異動判読調査6百 万円

ク 評価 システムのメリッ ト、課題及び対応状況

(ア)導 入準備 時

課題
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固定資産評価額 に対する賦課経費率 の低減化

課税誤 りの防止、評価の適正化 を図る

土地評価の成果品の多 目的な利用及び土地情報 デー タベース の整備

対応状況

・システム化 された合理 的手法による評価 を行 うため、全体 として均衡の とれた土地

評価がで きる。

・地番現況図等の他課業務での利用

(イ)運 用時

メリッ ト

・土地評価の均 衡かつ適正化による 公平な税負担の推進

・土地評価の裏付 け資料 の作成 により、納税者に対する説得力の向上

課題

・家屋物件 の特定(土 地 、建物 の一括管理)

対応状況

・土地課税マ スタと家屋課税 マスタの突合 と土地家屋現況 図による(仮)「 家屋支援

図」の出力 を行い、棟番号 、画地番号での管理 を計画中

ケ デジ タルデー タの更新

毎年賦課基準 日現在の地図デー タ及び属性 デー タを、業者に委託 して更新 している。

(新デー タへの入れ替 えは毎年5～6月 になる)

⑤ 浦安市

ア 評価システム導入に至るまでの沿革

本市は大都市近郊 に位置する とい う地域的特性 により、急激な人口増加 に伴 う宅地化現

象が顕著 にみ られる。

特 に市域の4分 の3を 占める新市街地(埋 め立て地区)に あっては大規模な土地分譲、

住宅建設が一時的に集中 し、大量 に行われ、かつそれは現在 も進行中である。

また、旧市街地にあっても土地、家屋 とも集密性 が強 く、現地調査 にあっては現地の把

握 に困難 な面がある。

このような状況 によ り、 よ り客観的かつ合理的 な評価 を行 うことは本市固定資産税の賦

課税事務 においては必要性の極めて高い課題 となっている ものであ り、実現可能な業務 よ

り適時評価 システムを導入 しようとしてい るものである。

なお、現在の ところ市の全体計画や都市計画 との連携 は検討課題 の段 階である。
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イ 評価 システム導入の目的

(ア)住 民サー ビスの向上 に寄与で きるシステム

(イ)行 政事務 の高度化 を推進で きるシステム

(ウ)他 部署 と地図データの共有化がはかれるシステム

(エ)職 員が専 門的な操作研修 を行わな くて も使 える操作性の良いシステム

上記4項 目を満足で きることを構築 目的 とした。 また、今後飛躍的に発展す るコンピュ

ータ技術 を常 に意識 し
、システム(ハ ー ドウェア/ソ フ トウェア)が 変更 になっても対応

可能なデー タ構築 を行 うものであ る。

ウ 評価 システム導入の経過

平成6年 度 平成7年 度 平成8年 度 平成9年 皮
分

類

事業項目
46810122 46810122 46810122 46810122

準備 ・写真図作成

地番 ・公図照合
現

況

調

査

地番図 ・家屋図作成

地目図作成

棟別調査

準備 ・評価基礎調査

評価要因解析
土

地

評

価

路線価評価

画地評価

家

屋

評

価

エ 評価 システムの機能

(ア)窓 口業務支援機能

a土 地 ・家屋の情報の検索照会

b名 寄せ検索(過 去5年 分)

c検 索結果の図面、調書出力

(イ)土 地家屋現況管理機能

a土 地 ・家屋の情報の検索照会(地 図、属性 デー タの一棟、一筆検索、条件検索)

b名 寄せ検索(過 去5年 分)

c属 性情報(課 税 デー タ、その他)の 更新

(ウ)土 地家屋異動処理機 能

a土 地異動処理(分 筆、合筆、その他)
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b画 地計 測支 援

c家 屋異 動 処理(新 築 、増 築 、滅 失 、 その他)

d課 税 マ ス タの取 り込 み

(エ)基 本 処理 機 能(非 定 型 汎用 処 理)

a主 題 図(ラ ン ク表示 図)の 作 成 と登 録

bデ ー タ検 索(領 域制 限、属 性 制 限 、属性 検索 、図面 検索)更 新 及 び集 計

c図 面 、属 性 デ ー タの プ ロ ッタ、 プ リ ンタ出力

dグ ラフ表示(折 れ線 グラ フ、棒 グ ラフ、 円 グ ラフ)

e写 真画 像 フ ァイ リ ング

(オ)セ キ ュ リテ ィ管 理

a各 種 コー ド表 の 更新 、 照会 、 そ の他

bデ ー タバ ックア ップ

オ 評 価 システ ム の構 成

サ ーバ-/ク ラ イア ン ト方 式 を採 用(サ ーバ ー:EWS1台/ク ライア ン ト:PC複 数

台)

サ ーバ ー ク ラ イア ン ト2台

本体64ビ ットCPU128MBメ モリー 本 体32ビ ットCPU64MBメ モリー

4GBハ ードデ ィスクCD-ROMDATプ リン タ2GBハ ードデ ィスクCD-ROM

プ ロ ッ タAO版 カ ラー イ ン クジ ェ ッ ト ネ ッ トワ ー ク装 置

MT装 置1/2イ ンチ

(汎用 機 との デー タ受渡 し)

無 停 電 電源装 置

ネ ッ トワー ク装 置

力 評価 シス テ ムの運 用体 制

評価 シス テ ム導 入 にあ た って は、委 託 業者 との間 で基本 方針 や主 な業 務 の内容 につい て

適 時検 討協 議 を行 ってい る。

契 約事 務 及 び業務 全般 にわ た るス ケ ジ ュー ルの調 整 、航 空 写真 の撮影 等 につ い て は、課

長 補 佐 と庶 務担 当で あ る土 地係 長 、 土地 係副 主査 が あ た ってい る。

その他 、路線 価 の付 設 や公 開用 図 面 の調 整 は土地 係 、家屋 図の作 成 や棟 コー ドの体系 化

は家 屋 係 とい う ように資 産別 の詳 細 事務 につ い ては係対 応 と してい る。

本 稼働 時 にあ た って は、 デ ー タの イ ンス トー ル、 メ ンテナ ンス等 は業者 委託 と し、併 せ

て課職 員 全員 が機 械操 作 に習 熟 で きる よ う レクチ ャー を依 頼 し、運用 の徹 底 を図 る予 定 で

あ る。
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キ 経費

(ア)導 入準備時

ハー ドウェア類8百 万円

アプリケー ション11百 万円

(イ)運 用時

ハー ドウェア類保守契約1百 万円(年 間)

アプリケーシ ョン保守契約5百 万円(年 間)

ク 評価 システムのメリッ ト、課題及 び対応状況

(ア)導 入準備時

課題

①EWS1台 、PC2台 を導入予定。設置場所の確保及び必要電力量の算出。

② どの時点 までのデータをインス トールするか。

③ 操作研修の具体案作成。

対応状況

① 設置場所の確保は、部署内で検討中。

必要電力量 の算出は委託業者の算出量 を参考に決定。

② 委託業者 と検討中。

③ システム管理者研修及び一般職員研修スケジュールを委託業者 と検討中。

(イ)運 用時

メリッ ト

① 課税客体の正確な把握がで きる。

② 異動更新へ の適切 な対応がはかれる。

③ 住民サー ビスの向上がはかれる。

④ 課税事務 の省力化、効率化 がはかれ る。

課題

① 他部署か らのデータ(情 報)の 照会、検索、出力 に対す るルール設定。

② 汎用機で運用 している関連 デー タとの整合性の確保。

③ 地形 デー タ ・現況調査デジ タルデー タ等の修正方法。

対応状 況

① 委託業者案 を参考に関連す る部署 との検討会 を行 う。

② 汎用機 データの項目、更新サ イクル等 を確認後、両 システム間で調整 を行 う。

③ 一括処理、逐次処理 を含 め委託業者 と検討す る。

ケ デジタルデー タの更新

(ア)地 図デー タの更新
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a地 番データは登記済通知書 に添付 されている測量図 を参照にシステム上で仮修正 を

行 う。

更新サイクルは随時行 う予定。本修正 は年1回 委託業者で行 う。

b家 屋デー タは家屋異動判読調査 を行い、異動分 を抽出 し、再度入力。

(イ)属 性 データの更新

a土 地に関す る属性 はシステム上で修正 し、汎用機 に受け渡す。

(更新サ イクルは、汎用機側 と調整 し年数回の予定、受渡 しはMTと し、将来的 には

ネ ッ トワークの利用 を検討 中)

b家 屋に関する属性 は地図デー タの更新で行 う異動判読調査結果か ら、汎用機側で家

屋課税マスタデータを加除 し、そのデー タをシステムに取 り込 む。

⑥ 鹿嶋市

ア 評価 システム導入 に至 るまでの沿革

本来、地図 を数値化す ることにおいては、市町村の基本構想 、又、都市計画の将来像 を

想定すべ きであ ったが平成3年 時点では地図 をデジタル化 して種 々の属性に対処 しようと

す る職員の意識 もな く、またその転換 もどの ような効果が発揮 で きるか予測不可能であっ

た。 また数値価 を推進する担 当課 も通常の業務におわれ決定 しなかった。

しか しなが ら税務業務では将来、予想 される課税明細書の送付 、課税資料 図の公 開等業

務転換 しない と納税者の要望する税の公平感 、適正性等 にこたえられないとの判断によ り

市 に数値価すべ きとの提案 した課 として税務課が作成する担 当課 となった。現在 において

は(財)資 産評価 システムセンターによって標準 フォーマッ ト表が作成 され数値価マニュ

アルが策定 されてい るが、当時 においては皆 目見当がつかない状況であった。委託業者の

知識 ・能力の ノウハ ウを受け電算会社、評価 システム委託業者 との業務協力書 を締結 し整

備 してきた。

イ 評価 システム導入の 目的

(ア)課 税客体の適正 な把握

(イ)課 税の適正化

(ウ)課 税事務 の効率化

(エ)課 税明細書送付 における支援図

(オ)路 線価図公 開

(カ)地 図出力 における行政サービス
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ウ 評価 システム導入の経過

分

票

事 業 項 目
平成4年 度 平成5年 度 平成6年 度 平成7年 度

46810122 46810122 46810122 46810122月

航空写真撮影

引伸写真図作成

法務局公図照合

法務局土地、家屋台帳照合

現

況

調

査

共有台帳作成

人的非課税台帳作成

不突合調書作成

未載分土地家屋調書作成

滅失家屋調書作成

地番図数値化入力

路線価データ入力

地番不突合図出力

地目異動図出力

画地認定図出力

土

地

評

価

シ

ス

テ

ム

路線価付設図出力

状類 ブロック図出力

評価価格図出力

補正率図造成費図作成

画地計算調書出力

画地計算MT作 成

家屋図数値化

家屋異動図出力
家屋

評価

シ
ス
テ
ム

家屋異動調書作成

家屋棟番号検証図出

家屋用途別区分図

分合筆加除修正
そ
の
他
不突合地加除修正

エ 評価 システム(税 務地図情報 システム)の 機能

(ア)図 面検索(ウ)グ ラフィック機能(オ)そ の他の機能

索引図検索 ・隣接 図面表示 ・業務選択機能
・目標物検索 ・オーバ ー レイ表示 ・図面/調 書印刷

・所在地検索 ・テキス ト表示 ・測地座標表示

・家屋番号検索 ・ランク分け表示 ・スケールバー表示

・所有者検索・ 全体 図ウィン ドウ ・航空写真表示

・路線番号検索 ・拡大/縮 小/移 動 ・地形図表示
・標準地検索・ 図形/文 字描画 ・イメージデータの印刷

スナ ップ機能

(イ)属 性検索 ・テキス ト抑制表示
・所在地検索

・家屋番号検索(エ)計 算機能
・所有者検索 ・面積計算

・路線番号検索 ・辺長計算
・標準地検索 ・角度計算

・デー タ集計

想定整形地(蔭 地割合)算 出
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オ 評価 システムの構成

データバックアップ

5インチ

光磁気ディスク
ドライブ

デスクトップパソコン

カラー主題図出力

AOカ ラー

プロッタ

35インチ
光磁気
ディスク

データバックアップ

外部データ入力

図面検索

台帳検索
主題図作成

想定整形地計算

集計処理

A3レ ーザ

プリンタ

地番図、家屋図

路線図、台帳出力

カ 評価 システムの運用体制

評価 システム導入 に際 し特 に人員配置はなかった。

業者間の調整は地元営業所 の社員 を通 じ行 った。

急 を要す るものについては直接技術セ ンターの電話、FAX等 で行 い、処理 を行 った。

キ 経費

(ア)導 入準備時

航空写真撮影(H4、H72回)9百 万円

伸写真作成(H4、H72回)7百 万円

土地登記照合(H4、H72回)18百 万円

家屋登記照合(H4、H72回)12百 万 円

地番図数値化34百 万円

家屋 図数値化12百 万 円

属性 図出力5百 万円

路線価数値化4百 万円

課税 データ複製変換(H4～H7)7百 万円

計109百 万円

(イ)運 用時

税務地図情報 システム6百 万円
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ハー ドウェア4百 万円

ソフ トウェア2百 万円

地図データ加除、修正(H4～H7)5百 万円

システムカス タマイズ変更(H8予 定)(2百 万円)

土地評価 システム(H4～H7)11百 万円

画地計算 システム(H5)6百 万円

計28百 万円

(30百 万円)

ク 評価 システムのメ リッ ト、課題及び対応状況

(ア)導 入準備時

課題

行政分野全体の視野で地図データベース を構築すべ きと考える。

また、GISに 関す る市職員の意識 、知識の不足・ 情報が理解で きない。

県が窓口となって広報活動 につ とめてほ しい。

対応状況

行政分野全般の対応がで きなかった為、税務情報のみに作成。

現在は都市計画 において現況図の数値化 を行 ってい る。

民 間の研修 会、デモ等 に積極的に参加 し情報 を得 る。

(イ)運 用時

メリッ ト

課税情報が面的 に検証で きる。

課税資料図等納税者の説明資料 となる。

法務局で登録 のない地図(法 的根拠な しと明示)の 発行が可能である。

現況調査の期 間が短縮で きる。

課税の適正、公平につ とめ られる。

課題

GISに 関する専門知識がない為、最大限の利活用がなかなかで きない。

効果 と経費のバ ランス(対 効果があるか否か)

有効利用及び頻度 の割合

ケ デジタルデータの更新

(ア)地 図デー タの更新

a地 図データの更新

地番図年度末(1月 下旬～3月 中旬)に 加除、修正

・分合筆
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不突合地解明加除

路線価図

一括処理

(イ)属 性デー タの更新

a属 性デー タの更新

課税デー タ年度末(1月 下旬 ～3月 上旬)に 加除、修正

・登記済通知書

・現況調査 における地 目異動

・その他 のデー タ

一括処理

bカ スタマイズ変換(3月 下旬)

⑦ 古河市

ア 評価 システム導入 に至 るまでの沿革

固定資産税が適正 に課税 されるためには、課税客体 の正確 な把握 と評価の適正化 ・均衡

化が必要 とされているが、近年の価格の変動や都市化の波による土地利用の高度化 ・多様

化 によって、課税客体の正確な把握、固定資産の適正な評価 、均衡の確保 に苦慮 してい る

市町村が増加 している現状である。

さらに、納税者の 「税」 に対す る関心 も高 まる一方であ り、情報 の公 開化 と相 まって現

況 を的確 な反映 した台帳 ・図面等 を整備するこ とによって、各種の照会や閲覧.縦 覧に際

して速やかに対応す る必要がある。

このような現状の中で、古河市 においては、土地家屋現況図作成や評価替 え業務 をコン

ピュータを用いて行 うことにより、適正かつ公平 な課税 に努めていたが、 ここでの成果 は

紙上の結果のみであ り日常業務の中で職員 自らがこれ らのデータを利用することがで きな

かった。

そこで、課税客体 の現況を速やか に台帳 ・図面に反映 させ 、その情報 を職員 自らの手 に

よ り異動 ・検索 ・出力で きるコンピュータシステムを作成することにより、 日常業務 をこ

れ まで よ り正確 かつ効率的に行 えるよう取 り組 むこととした。

イ 評価 システム導入の 目的

(ア)固 定資産税業務の遂行 を効率化す ること。

(イ)固 定資産税 に係 る住民サー ビスの向上に貢献す ること。

(ウ)固 定資産税担 当課の職員が これ を容易に操作 できること。
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ウ 評価 システム導入の経過

(ア)現 況調査

航空写真撮影 平成元年度、平成4年 度

(イ)土 地評価 システム ・家屋評価システム

平成4～6年 度

エ 評価システムの機能

(ア)即 時処理

表示 ・検索・ 台帳異動 ・家屋評価計算などの機能

No システム化案件 処 理 内 容

地図→台帳検索 ①画面に地図を表示

②任意の土地/家 屋を選択

③選択 した土地/家 屋の課税台帳の内容を画面表示

2 台帳→地図検索 ①画面に課税台帳の項目名を表示

②任意の項目と検索する値を入力

③画面の地図上に該当する土地/家 屋を色分け表示

3 台帳→台帳検索 ①画面に地図を表示

②任意の土地/家 屋を選択

③該当する土地/家 屋の課税台帳の内容を画面表示

4 検索結果の主計 ①2・3に 該当す る土地/家 屋 の面積な どの集計

②項 目ごとの件数の集計

5 地図出力(定 形) ① 地 番 図 ・家屋 図 ・現 況 図(1/1000)の 地 図出力

6 地図出力(任 意) ①2・3に 該 当する土地/家 屋の色分け図の出力

7 地図出力(A3) ①5の 地図の一部範囲 をレーザ式のプリンタか ら出力

8 帳票出力 ①1～3に 該当す る土地/家 屋の一覧表 を帳票 出力

②4の 集計結果 を帳票出力

9 名寄帳照会 ・出力 ① カナ氏名の入力 により所有者名 を画面 に一覧表示

②任意の氏名 を選択、又は地番 から氏名 を特定

③当該所有者 の土地/家 屋 を画面 に一覧表示

④必要 に応 じてプリンタ出力

10 課税台帳 ・索引簿

異動更新

①(名 寄帳照会より)

②課税台帳の内容を画面表示

③異動箇所を修正入力(含 新規)

④確認の後、課税台帳を更新
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No システム化案件 処 理 内 容

11 課税台帳 ・索 引簿

調書出力

①(名 寄帳照会 より)

②所定様式の調書 をプリンタにセ ッ ト(手 差 し)

③確認 の後、課税台帳 ・索引簿 を出力

12 地番図窓口閲覧 ①地番又は索引番号を入力

②当該地域の地番図を画面表示

③出力の中心にする土地を選択

④当該土地を中心に所定の縮尺で地番図をプリンタ出力

13 家屋現地調査用

資料作成

① 地番 を入力

② 当該土地 を中心に土地家屋現況図をプリンタ出力

③ 当該土地の所有者名で名寄帳 をプリンタ出力

④ 当該土地の土地課税台帳 をプ リンタ出力

14 登記 申請書(画 像)

入力

①町名 ・地番 と登記年月 日を入力

②登記 申請書 をスキャナに配置

③画像読 み取 り、保存

15 登記 申請書(画 像)

出力

① 町名.地 番 ・登記年月 日のいずれか(複 数可)を 入力

② 登記 申請書の一覧を画面表示

③任意の登記申請書 を選択、画面表示

④必要 に応 じてプロ ッタ出力

16 筆界線入力(分筆) ①地番 を入力 して土地 を検索、画面表示

②筆界線 をデジタイズ入力

③確認の後、地番図を更新

17 筆界線削除(合筆) ① 地番 を入力 して土地 を検索、画面表示

②筆界線 をマ ウスで選択(削 除)

③確認の後、地番図を更新

18 画地評価 ①地番を入力して土地を検索

②画地の認定

③必要に応じて画地線の入力、間口 ・奥行の条件計測

④画地の評価計算

⑤各々の筆に評点数付設

19 家屋線入力(新 増) ①地番 を入力 して土地 を検索、画面表示

② 家屋線 をデジタイズ入力

③確認の後、家屋図を更新

2O 家屋線削除(滅失) ①棟番号 を入力 して土地 を検索、画面表示

② 家屋線 をマ ウスで選択(削 除)

③確認の後、家屋図を更新
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(イ)解 析処理

一括的 に市全域 の各種図形を重ね合せ
、課税台帳の内容 と照合する機能

No システム化案件 処 理 内 容

1 総評価見込み

資料作成

①課税台帳か ら必要項 目を集計

② これ までの実績か ら11～12月 分 を見込 む

③実績分 と見込分 を帳票に出力

2 都市計画区分検査 ①都市計画区分図と課税台帳の都計区分を照合点検

②点検結果を図面と帳票に出力

3 高圧線下地補正率

検査

①送電線の図面と地番図を照合

②土地課税台帳の画地補正(高 圧線)の 記載事項を点検

③点検結果を図面と帳票に出力

4 無道路地補正率

検査

①路線図と地番図を照合

②土地課税台帳の画地補正(無 道路)の 記載事項を点検

③点検結果を図面と帳票に出力

5 課税面積誤 り検査 ①地番図の図形面積と土地課税台帳の地積を比較

②誤差率ごとに図面と帳票に出力

6 住宅用地特例適用

検査

①地番図と家屋図を照合

②住宅地につき各筆ごとに住居部分面積の算出

③土地課税台帳の記載事項と照合

④点検結果を図面と帳票に出力

7 地目認定過誤検査 ①地番図と家屋図を照合

②宅地以外につき各筆ごとに家屋が建っているかを点検

③検査結果を図面と帳票に出力

8 路線番号検査 ①路線図と地番図を照合

②土地課税台帳の路線番号の記載事項を点検

③点検結果を図面と帳票に出力
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(ウ)補 助処理

冬種マス タをホス トと受け渡 しする機能

No システム化案件 処 理 内 容

1 土地課税マス タの転送(送 受) 土地課税マス タを本 システム と受渡 し

2 家屋課税マス タの転送(送 受) 家屋課税マス タを本 システム と受渡 し

3 共通宛名マス タの転送(受 のみ) 共通宛名マス タを本 システムと受渡 し

4 バ ックア ップ 全 デ ー タをテ ー プ装 置へ バ ックア ップ

5 環境設定 環境設定

オ 評 価 シ ステ ムの構 成

・ EWS本 体 ・デ イス ク

・ MT装 置

・タブ レッ ト

・レーザ プ リン タ

・ Xウ イ ン ド端 末

・パ ソ コ ン

・カラ ー プロ ッタ兼 スキ ャナ

・静電 プ ロ ッ タ

1台

1台

1台

1台

1台

4台

1台

1台

RS232C

MT装置 光磁気デ ィス ク EWS本 体 タブ レッ ト レー ザー プリ ンタ

(デ ィスク・CMT含 む)

プロッタ

Xウ ィ ン ドウ末端

パ ソ コ ン パ ソ コ ン

に接続
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窓口 に設置

電 気

カ ラ ー プロッ タ兼 スキャ ナ ー

Ethernet



カ 評価 システムの運用体制

(ア)導 入時

日常業務 と兼務で開発担 当職員 を3名 とした。

(イ)運 用時

全ての固定資産税担当職員が運用で きる体制 をとっている。

業者 との間では保守契約 を行 い、各種 トラブル時の対応 を している。

キ 経費

(ア)導 入準備時

航空写真撮影や土地家屋現況図などの基礎資料の整備費70百 万円

システム構築費92百 万円

計162百 万円

(イ)運 用 時

システム保守(ハ ー ドウェア、ソフ トウェア含む)年 間5百 万円

土地 ・家屋現況デー タ修正委託 年間4百 万円

ク 評価 システムの メリット、課題及び対応状況

(ア)導 入準備時

課題

・多額の経費が必要 とされるので予算獲得が困難である。

・業務分析や システム化する案件 の検討 に評価等に精通 した職員が必要である
。

対応状況

・予算については、職員の熱意によ り獲得で きた。

・職員 については、システム開発 終了 まで配置 してもらった。

(イ)運 用時

メ リット

・即時 に土地及び家屋の位置が把握で き、またその所有者 も分かることか ら、住民

サー ビスの向上は もとより、他部局 からも問い合せ にも、精通 した職員 でな くて

も正確 に回答で きるようになった。

即時に評価計算 を行 えるので、納税者か らの照会 に対 して迅速 にかつ正確 に対応

で きるようになった。

課題

エ ラーチ ェックにかか らないエラー(例― 分合筆後の課税地積の入力誤 り)が 入

力で きて しまう。

対応状況

入力資料 と入力 した数値 との照合を必ず2度 以上行 う。
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ケ デジタルデー タの更新

(ア)地 図データの更新

・年1回 、土地 ・家屋現況データ修正を業者へ委託

(分合筆図、表示登記図等 を業者へ送付)

・状況類似区分図については、評価替え時 に職員が入力

・路線価図については、評価替 え時に業者委託 によ り入力

(イ)属 性 デー タの更新

年1回 、土地及び家屋の課税台帳のデー タを業者委託 により更新

⑧ 熱海市

ア 評価 システム導入 に至 るまでの沿革

平成7年3月 、当市は 「デジタルマ ッピング ・基図作成業務」基図基本設計 を策定 した。

本基本設計 は、全庁的 に活用で きる地形図骨格データを整備 し、行政事務の高度化、地図

データの共有化、住民サー ビスの向上 を目的 とした。策定手順 は下記の通 りである。

(ア)ア ンケー ト調査 利用図面把握・ 基図 に対する要望抽 出

(イ)シ ステムの実演 職員の地図情報 システムのイメージ理解

(ウ)ヒ ア リング調査 ア ンケー ト結果の補足 ・確認

(エ)基 図の基本設計 ヒア リング調査結果の検討及びデー タ項 目 ・運用 に関す

る基本設計の とりまとめ

(オ)報 告書作成

本基本設計 をもとに全庁的な地図情報等のデジタル化の一環 として固定資産税情報管理

システムを他部署に先駆けて実施する もの とした。

イ 評価 システム導入の 目的

平成7年3月 策定の 「デジタルマ ッピング ・基図作成業務」基図基本設計の 目的に沿っ

たシステム構築 を行 った。

(ア)住 民サ ービスの向上 に寄与で きるシステム

(イ)行 政事務の高度化 を推進で きるシステム

(ウ)他 部署 と地図デー タの共有化がはかれるシステム

本基本設計 は、全てのシステムを同時に構築するのではな く、準備ので きた部署から個

別 システムを構築 し、完了 したシステムから共有化 してい くものである。おのおののシス

テムは独立 しているが地図デー タは共有できる とい う思想である。 また、今後飛躍的に発

展する コンピュー タ技術 を常 に意識 し、システム(ハ ー ドウエア/ソ フ トウエア)が 変更

になって も対応可能なデー タ構築 を行 うものである。この基本設計 を受け、平成8年 度 に

デジタルマ ッピング手法 によって作成 された基図を骨格 とし、地番家屋図のデジタル化 を
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行 った。

ウ 評価 システム導入の経過

平成6年 度 平成7年 度 平成8年 度 平成9年 度
分

類

事業項目
46810122 46810122 46810122 46810122

準備 ・写真図作成

地番図作成(照 合含む)
現

況

調

査

地目図作成

棟別照合

評価基礎調査

評価要因解析
土

地

評

価

路線価評価

画地評価

導入検討
家

屋

評

価

工 評価 システムの機能

(ア)窓 口業務支援機能

a土 地 ・家屋 の情報の検索照会

b名 寄せ検索(過 去5年 分)及 び出力

c検 索結果の図面、調書出力

(イ)土 地家屋現況管理機能

a土 地 ・家屋 の情報の検索照会(地 図、属性 データの一棟 、一筆検索、条件検索)

b名 寄せ検索(過 去5年 分)及 び出力

c属 性情報(課 税データ、その他)の 更新

(ウ)土 地家屋異動処理機能

a土 地異動処理(分 筆、合筆、その他)

b画 地計測支援

c家 屋異動処理(新 築、増築、滅失、その他)

d課 税 マスタの取 り込み

(エ)基 本処理機能(非 定型汎用処理)

a主 題図(ラ ンク表示図)の 作成 と登録

bデ ー タ検索(領 域制限、属性制限、属性検索、図面検索)更 新及び集計

c図 面 、属性 データのプロッタ、プリンタ出力
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dグ ラ フ表 示(折 れ線 グ ラフ 、棒 グ ラフ、 円 グ ラフ)

e写 真 画 像 フ ァイ リ ング

(オ)セ キ ュ リテ ィ管 理

a各 種 コー ド表 の 更新 、 照会 、その他

bデ ー タバ ッ クア ップ

オ 評 価 シ ステ ムの構 成

サ ーバ ー/ク ラ イア ン ト方式 を採用(サ ーバ ー:EWS1台/ク ラ イア ン ト:PC複 数

台)

サ ーバ ー クラ イア ン ト2台

本体64ビ ットCPU128MBメ モリー 本 体32ビ ットCPU64MBメ モリ-

4GBハ ードデ ィスクCD-ROMDATプ リン タ2GBハ ードディスクCD-ROM

プ ロ ッタAO版 カ ラー イ ンク ジ ェ ッ ト ネ ッ トワ ー ク装 置

MT装 置1/2イ ンチ

(汎 用 機 との デ ー タ受渡 し)

無 停 電 電源 装 置

ネ ッ トワー ク装 置

カ 評価 シス テ ムの運 用体 制

(ア)導 入時

システ ム管理 者 を2名 と し、ハ ー ドウェア/ソ フ トウエ ア/デ ー タの総 合 的管 理 を行

わせ る。基 本 的 に は職員 全員 が操 作 で きる環 境 を整 備 す る。 導 入時 に委託 業 者 に よる数

日の研修 を開 催 し、基 本操 作 を修得 す る。 そ の後 は職 場研 修 を行 い 、操作 の 不明 点 、改

良機 能 要望 等 を確 認す る。

(イ)運 用 後

委 託 業者 と年 間保守 契 約 を締結 し定期 保 守 を行 う。 障害 時 の保 守 は、電 話 回線 の利 用

に よる修 復 を第一 段 階 と し、第 二段 階 は シス テ ムエ ンジニ アの派遣 を依頼 す る。 デ ー タ

のバ ックア ップ は定期 的 に行 い、バ ックア ップテ ー プは市 側 と委託 業 者側 に常 に1組 づ

つ置 き、 デ ー タの 破壊 及 び災 害 等 に備 え る。

キ 経 費

(ア)初 年度

ハ ー ドウェア借 上料2百 万 円

ソフ トウェア借 上料5百 万 円

総 合保 守 業務 委 託料1百 万 円

(イ)経 常年 度

ハ ー ドウ ェア借 上料2百 万円
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ソフ トウェア借上料5百 万円

総 合保守業務委託料2百 万円

ク 評価 システムの メリッ ト、課題及 び対応状況

(ア)導 入準備時

a課 題

(a)EWS1台 、AO版 カラープロ ッタ1台 、PC1台 を導入予定。設置場所の確保

及び必要電力量の算出。

(b)ど の時点 までのデー タをインス トールす るか。

(c)操 作研修 の具体案作成。

b対 応状況

(a)設 置場所の確保 は、部署内で検討中。

必要電力量の算出は委託業者の算出量 を参考 に決定。

(b)委 託業者 と検討中。

(c)シ ステム管理者研修及び一般職員研修スケジュールを委託業者 と検討中。

(イ)運 用時

aメ リッ ト

(a)課 税客体 の正確 な把握がで きる。

(b)異 動更新への適切 な対応がはかれる。

(c)住 民サー ビスの向上がはかれる。

(d)課 税事務の省 力化、効率化 がはかれる。

b課 題

(a)他 部署か らのデータ(情 報)の 照会、検索 、出力 に対するルール設定。

(b)汎 用機で運用 している関連 デー タとの整合性の確保。

(c)地 形データ・現況調査 デジタルデー タ等の修正方法。

c対 応状況

(a)委 託業者案 を参考 に関連す る部署 との検討会 を行 う。

(b)汎 用機データの項 目、更新サイクル等 を確認後、両 システム間で調整 を行 う。

(c)一 括処理 、逐次処理 を含め委託業者 と検討する。

ケ デジタルデータの更新

(ア)地 図データの更新

a骨 格 データ(道 路縁、河川、鉄道等)は3～5年 に一度見直 し、DMで 再度入力。

(更新サ イクル、方法は未定)

b地 番データは登記済通知書 に添付 されている測量 図を参照 にシステム上で仮修正 を

行 う。
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更新サイクルは随時行 う予定。本修正は年1回 委託業者で行 う。

c家 屋デー タは3年 に1度 家屋異動判読調査 を行い、異動分 を抽出 し、DMで 再度入

力。

(イ)属 性データの更新

a土 地に関す る属性はシステム上で修正 し、汎用機 に受け渡す。

(更新サ イクルは、汎用機側 と調整 し年数 回の予定、受渡 しはMTと し、将来的 には

ネッ トワー クの利用 を検討中)

家屋に関する属性 は地図デー タの更新で行 う異動判読調査結果から、汎用機側で家

屋課税マスタデータを加除 し、そのデータをシステムに取 り込 む。

⑨ 鷲宮町

ア 評価システム導入 に至 るまでの沿革

平成3年 度評価年度 までは、その他の宅地評価法のみ を適用 していた。 しか し、JR東

鷲宮駅周辺の大規模区画整理事業 などで市街化が進展 し、従来法の 「その他の宅地評価法」

のみの評価では、住民の納得 を得 られない状況にな りつつあった。 しか し、一気 に 「市街

化宅地評価法」 に切 り替えるには、職員の不慣 れ もあるので、平成6年 度評価年度では、

次回(平 成9年 度評価年度)に は 「市街化宅地評価法」 に切 り替えることを前提 として、

土地評価 システムの考 えに基づ き状況類似地区 ・標準宅地の見直 しを行 った。

また、平成3年 度 に 「21世紀 リーデ ィングプランWASHIMIYA」(鷲 宮町総合振

興計画)が 平成12年 度を目標 に策定 され、その中の 「効率的な行財政運営の推進」 に固定

資産評価業務整備事業が位置づ けられました。評価 システムの導入は、 このような経過 の

中で計画的 に導入 され ました。

平成9年 度評価年度では、従来の計画 どお りに 「土地評価 システム」 を導入 し、路線価

を付設することがで きた。

イ 評価 システム導入の目的

(ア)客 観的なデー タ ・資料に基づ く評価 を行 うことを重視 した。例 えば、状況類似地域の

設定 には新 たに土地利用図(評 価 システム用)を 作成 し、道路沿いの土地利用ご との間

口率等 を算出 した。

(イ)そ の他、標準宅地 ・個別路線の価格形成要因等 もで きるだけ客観的な要因を採用する

ように努めた。
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ウ 評価 システム導入の経過

分

類

事 業 項 目
平成4年 度 平成5年 度 平成6年 度 平成7年 度 平成8年 度

46810122 46810122 46810122 46810122 4681012

航 空 写 真 撮 影 一

登 記 簿 照 合

地番現況図作成(デジタル化)

家 屋 照 合

地番家屋現況図作成(デジ タル化)

現

況

調

査

地 目 照 合

地 目 現 況 図 作 成

全 棟 調 査

客 体 異 動 判 読

地図情報管理シスデム導入

状 況 類 似 区 分

画 地 認 定

比 準 割 合 補 正 率

路 線 価 付 設

土

地

評

価

シ

ス

テ

ム

画 地条件デー タ作成

土地価格比準表作成

鑑 定 評 価 ・

土 地 評 価 システム導 入

家 屋 評 価 システム導 入
家

屋

評

価

シ

ス

テ

ム

エ 評価 システムの機能

コンピュー ター を利用すべ き箇所は十分コンピューターシステム化 されてい る。

例えば、比準表 を固めてい く際 には、標準宅地の鑑定価格 とシステムか ら計算 される標

準宅地の計算値の相 関が数値だけでな く、 ビジュアルに表示 され、わか りやすい。

(ア)画 面操作機能

(イ)地 図検索機能

(ウ)画 層の照会

(エ)属 性表示機能

(オ)土 地の更新機 能

(カ)家 屋の更新機能

(キ)画 地計測機能

拡大.縮 小、スクロール、移動

索引図、地番、所有者名か らの検索

地番図、画地認定図、路線価図、航空写真

一件 ごとの、地図上 の特定範囲、色塗 り

筆の分筆 ・合筆

間取 り図か らの家屋 図更新

土地評価のための間口 ・奥行 き計測

(ク)他 時期 の写真表示機能
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(ケ)検 索 ・集計機能 小規模住宅の検索 、リス トの集計

(コ)そ の他 照合、計測 、多 目的利用 他

※ 以上が全て写真 を確認 しなが らで も操作 できる。

オ 評価システムの構成

地図システム、比準表作成、路線価計算、画地計算 システム全てがパーソナルコンピュ

ー タで運用 されている。

カ 評価システムの運用体制

固定資産税係長 と土地担当2名 の職員が、委託業者 と随時協議 ・打合せ を行 いなが ら運

用 した。

キ 経費

(ア)導 入準備時

(単位:百 万円)
a業 務委託費

b鑑 定委託費

(イ)運 用時

a業 務委託費

基礎資料 評価資料 合 計

平成4年 度 24 10 34

平成5年 度 15 16 31

平成6年 度 44 2 46

平成7年 度 27 21 48

平成8年 度 16 25 41

平成5年 度3百 万円

平成8年 度5百 万円

地図情報システム保守 家屋評価システム保守 合 計

平成8年 度 1百万円 0.3百 万円 1.3百 万 円

ク 評価 システムのメリッ ト、課題及び対応状況

(ア)導 入準備時

課題

・限 られた職員で評価 システムを導入す るには、信頼で きる委託業社 を選定する必要

がある。

評価 システムの考 え方、システム的なものの見方(コ ンピューターを利用するだけ

ではない)を 職員が身につけることが重要。

一気 に評価 システム を導入 した場 合
、評価額の体系が激変する恐れ もあ り、状況類

似 地区の設定等 をシステム的な見方で先ず見直 し、次 回に 「市街化宅地評価法」導
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入す るといった段階導入が必要。

対応状況

・信頼 で きる委託業者の選定 に苦慮 した。

(イ)運 用時

メリッ ト

・明確な評価基準がで きた。

・ほぼ、バ ランスの とれた路線価 を付設す ることができた。

課題

評価 システムの考え方、システム的な ものの見方 を職員が身 に付け ることができた

が、異動 があ る場合の引継 ぎが問題 になる。

対応状況

町の対応業務(全 体 をとお して)が 予想 を上回った。対応業務は次の ように整理 さ

れる。

.状 況類似地区の選定、路線価 の算定 に用 いる町の資料 を援用するための準備、庁内

調整

委託す る不動産鑑定士 と委託業者 との状況類似地域・ 価格形成要 因等 に関する三者

協議

電算会社 ・委託業者 との三者打合せ

・価格形成要因に関す る適切なア ドバイス

・画地認定案に対する判断

・算出 された路線価に対する助言及び判断

ケ デジタルデータの更新

(ア)地 図デー タの更新

1年1回 。委託業者 により

(イ)属 性 デー タの更新

属性 デー タとしては課税台帳であ り、1月1日 の台帳デー タが確定 した時点で、地図

データとともに業者 によりセ ッ トアップされる。
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(3)調 査対象市町村の実例か らみた特徴

以上の ような、実例か ら、次 のようない くつかの特徴が認められた。

評価 システム導入に至 るまでの沿革

納税者の固定資産評価制度 に対する信頼確保のため課税明細書 の送付 、路線価公 開等が求め

られ る中、 より適正 な課税のため課税客体 の現況 を正確かつ効率的 に把握する とともに評価の

適正化.均 衡化の必要性 が従前 に も増 して求め られるようになった。

そこで、地図情報 を利用 した、システムを導入す ることによ り、これ らに対応すると同時に、

各種の照会や閲覧.縦 覧に際 して速やか に対応する必要がある。

その際、多 目的な利用可能性 も踏 まえデジ タル化 を図る必要がある。

評価 システム導入の 目的

課税客体の適正な把握、課税の適正化、課税事務の効率化、情報 の統一的管理、窓口サー ビ

スの向上、関係書類のペーパ レス化、他部署 と地図デー タの共有化が主な目的である。

システムの機能

地番図 ・家屋図等の検索 、属性 デー タの検索、印刷機能、計算機能、検査(住 宅用地特例適

用)機 能を有する例が多い。 中には、背景図 として航空写真図 をラスター入力 してオ-バ ーレ

イで きるもの もある。

評価 システムの構成

EWSを サーバ ー、パ ソコンをクライアン トとするサーバー&ク ライア ン ト方式 を採用する

例が多い。

経費

導入時においては、短期間に多大 な費用負担が生 じる。ただ し、毎年度の経常経費 もかな り

の額にお よんでいる。

評価 システムのメリッ ト、課題及 び対応状況

導入の目的はほぼ果た された状況 にある。 しか しなが ら、 システム導入時、運用時 ともに、

現況の変化等 に伴 うデー タの更新のシステムに苦労 している。 また、専門的知識 を有する職員

の育成 と人事上の問題が指摘 されている。

デジタルデー タの更新

地図デー タ、属性デー タとも、年1回 程度の更新が一般的の ようであるが、特 に、地図デー

タについては、システム上 には、分筆線 を加 える等の機能は有 しているものの、職員が精度 を

もって入力す ることは困難であるため、 もっぱら業者に委託 している状況にある。
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5最 近におけるGIS及 び国土空間デー タの基盤整備に関す る国等の動向

(1)自 治省 と しての取組み

GISは 、従来 より行政の効率化、迅速化及び高度化の観点か ら、地方公共団体 を中心に上

下水道等の施設管理、固定資産現況把握 、防災、都市計画の分野の業務 において、利用 されて

きたものである。

しか し、 こうしたGISへ の取組みはあ くまで も一部め団体 に限定 された ものであ り、 しか

もその利用は特定部局のみで、部局間での相互利用が可能 ないわゆる全庁型 システムとなって

いる ものは、ほ とん ど見受 けられない状況 となっている。

一方
、近年国 レベルのGISに 関連 した取組は本格化 してお り、関係省庁 によるGIS関 係

省庁連絡会議が開催 されてお り、平成8年12月 にはGISの 整備 に関す る長期計画が策定 さ

れた ところである。

以上 のような、GISに 係る地方公共団体の現状及び国の取組 を踏 まえ、 自治省では、平成

9年 度の重点施策の一つ として、国土空間データ基盤の整備 について所要の検討 を行 うことと

したところであるとともに、平成8年9月 に学識経験者 、自治省関係課、地方公共団体 、関係

機 関等か ら構成す る 「地理情報 システム(GIS)に 係 る地方公共団体の取組みに関する調査

研究委員会」 を設置 し、今後のGISに 係 る地方公共団体 の取組み に関 し、下記の点 について

検討 して い る とこ ろで あ る。

(検討項 目)

(1)国 土空 間データ基盤の整備及び標準化等の係 る国の取組への地方公共団体の対応

(2)測 量法等の既存の法令・ 制度 との関係

(3)財 政支援のあ り方の検討

(4)そ の他

(委員)

柴崎
井上
張能
松浦
山本
兼久
甲斐
牧野
小室
片山
桑原
遠藤
寺村
小濱
須貝
興津

亮介
良一
和男
正博
俊彦

静夫
俊一
清文

裕一
善博
隆広
勇
映
本一
俊司
勝

東京大学生産技術研究所助教授
神奈川県企画部情報システム課長
野田市企画財政部課税課長
島田市総務部税務課長
城陽市総務経済部情報管理課長
松山市企画調整部システム管理課長
(財)資産評価システム研究センター企画情報部長
自治大臣官房企画室長
自治省行政局振興課長
自治省税務局固定資産税課長
消防庁消防課長
消防庁震災対策指導室長
消防庁防災情報室長
消防庁救急救助課長
自治大臣官房情報管理室長
(財)地方自治情報センター研究開発部長
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(2)政 府 と しての取組み

阪神 ・淡路大震災 を一つの契機 として、GIS整 備の必要性が関係各方面で指摘 された。

政府 は 「地理情報 システム関係省庁連絡会議」 を平成7年9月 に設置 し、各行政機関による

GISの 効率的な整備及 びその相互利用 を関係省庁の密接 な連携 を行い、地理情報 システム

(GIS)及 び国土空間デー タ基盤の整備 ・普及のための検討 を行いる。その結果、平成8年

6月 に 「中間と りまとめ」 を公表 し、同年12月 に 「国土空間データ基盤の整備及 びGISの

普及の促進 に関す る長期計画」 をとりまとめて、今後の政府の取組みに係わる基本的方向 を示

している。
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地理情報システム(GIS)関 係省庁連絡会議の設置 について

平成8年9月26日

―関係省庁申合せ―

1.各 行政機関 による地理情報 システム(GIS)の 効率的な整備及びその相互利用 を関係省庁 の

密接 な連携の下に促進す るため、内閣 に、地理情報 システム(GIS)関 係省庁連絡会議(以 下

「連絡会議」 という。)を 設置する。

2.連 絡会議の構成員は別紙の とお りとする。ただ し、議長は、必要がある と認 めるときは、構成

員 を追加す ることがで きる。

3.連 絡会議の運営の円滑化 を図るため、連絡会議 に幹事会 を設置す ることと し、その構成員は、

関係行政機関の職員で議長の指名する官職 にある者 とす る。

4.連 絡会議及 び幹事会の庶務は、国土庁計画 ・調整局及 び建設省国土地理院の協力 を得 て、内閣

官房内閣内政審議室 において処理する。

5.(1)幹 事会の下に、専 門的検討 を行 うため、空間データ基盤の整備及びその標準化 に関する空

間デー タ基盤作業部会並びに基本空間デー タの整備及びその標準化及 びデジタル画像の整備

に関する基本空間デー タ作業部会 をそれぞれ設置す ることとし、その構成員 は、関係行政機

関の職員で幹事会の指名する官職 にある者 とす る。

(2)空 間データ基盤作業部会及 び基本空間デー タ作業部会は、それぞれその検討の状況 を、適

宜、幹事会 に報告する もの とする。

6.空 間デー タ基盤作業部会及び基本空間データ作業部会の庶務 は、国土計画 ・調整局及び建設省

国土地理院が協力 して処理する。

7.空 間デー タ基盤作業部会及び基本空間データ作業部会は、それぞれ必要があると認め るときは、

個別具体的な項 目について検討を行 うため、項 目ごとにワーキンググループを設置す ることがで

きる。

8.前 各号 に定め るもののほか、連絡会議の運営に関する事項 その他必要な事項 は、議長が定める。

9.連 絡会議 の設置に伴 い、地理情報システム(GIS)関 係省庁連絡会議(平 成7年9月26日 関

係省庁 申合せ)(以 下 「旧連絡会議」 とい う。)は 、廃止する。

ただ し、旧連絡会議が決定 した事項 については、連絡会議 に引 き継がれたものとみなす。
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地理情報システム(GIS)関 係省庁連絡会議
構成員

(1)議 長 内閣官房内閣内政審議室長

(2)構 成員 警察庁長官官房技術審議官

総務庁長官官房長

北海道開発庁計画監理官

防衛庁防衛局長

経済企画庁長官官房長

科学技術庁研究開発局長

環境庁長官官房審議官

沖縄開発庁総務局長

国土庁計画・調整局長

法務省民事局長

外務省国際情報局長

大蔵大臣官房審議官

文部省大臣官房総務審議官

厚生省大臣官房総務審議官

農林水産大臣官房技術総括審議官

通商産業省機械情報産業局長

通商産業省工業技術院長

運輸省運輸政策局長

郵政大臣官房技術総括審議官

労働大臣官房長

建設大臣官房技術審議官

建設省国土地理院長

自治大臣官房総務審議官

地理情報システム(GIS)関 係省庁連絡会議
幹事会 構成員

内閣官房内閣審議官

警察庁長官官房総務課長

総務庁長官官房企画課長

北海道開発庁企画調整官

防衛庁長官官房企画官

経済企画庁長官官房情報システム課長

科学技術庁研究開発局企画課防災科学技術推進調整官

環境庁長官官房総務課環境情報システム室長

沖縄開発庁総務局総務課長

国土庁計画 ・調整局総務課国土情報整備室長

法務省民事局第三課長

外務省国際情報局国際情報課長

大蔵大臣官房企画官

文部省大臣官房政策課長

厚生省大臣官房政策課長

農林水産大臣官房企画室情報化対策室長

通商産業省機械情報産業局情報処理システム開発課長

通商産業省工業技術院研究業務課長

運輸省運輸政策局情報管理部情報企画課長

郵政省通信政策局宇宙通信政策課長

労働大臣官房政策調査部総合政策課長

建設大臣官房技術調査室長

建設省国土地理院企画部長

自治大臣官房情報管理室長
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国土空間データ基盤の整備及びGISの 普及の促進 に関す る長期計画

[平成8年12月 地理情報 システム(GIS)関 係省庁連絡会議]

平成8年12月18日 決定

―目次―

はじめに

Ⅰ基盤形成期

1.国 土空 間デー タ基盤及びメタデータの標準化

(1)国 土空間データ基盤の標準化の内容

(2)メ タデータの標準化の内容

(3)標 準化の検討方法

(4)標 準 の作成

(5)標 準 の周知徹底

2.

3.

4.

5.

6.

7.

デジタル画像の整備

先行 的なクリアリングハウスの構築

国土空間デー タ基盤の整備 についての役割分担の明確化

国土空間デー タ基盤の整備計画の策定

国土空間デー タ基盤の整備の推進及び相互利用の促進のための体制整備

GISの 推進のための環境整備

H普 及期

1.国 土空間デ-タ 基盤の整備

2.国 土空 間デー タ基盤の普及

3.国 土空 間デー タ基盤の更新

4.技 術支援の実施

Ⅲ長期 計 画 の フ ォ ローア ップ

Ⅳ長期計画 の レビュー
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は じめに

地理情報 システム(GIS)及 び国土空 間デー タ基盤の整備 ・普及に関 しては、平成7年9月 に

設置 された課長級の地理情報 システム(GIS)関 係省庁連絡会議 において、各省庁 における取組

み、諸外国における取組み、今後の課題 と方向等 について検討 を行い、その結果 を本年6月 「中間

とりまとめ」 と して公表 し、今後の政府の取組みに係 る基本的方向を示 した。

その概要 は、次の とお りである。

(1)高 度情報通信社会が進展する中で、GISは 、今後、各種行政計画の策定 をは じめ とす る社

会経済活動 の広範な分野 において諸活動の効率化 、迅速化、確実化、機能の充実、コス トの削

減等多様な効果が得 られるもの として、極めて大 きな役割 をはたす もの と期待 されている。

(2)GISの 整備に必要 な我が国土 に係 る基盤的なデー タである国土空間デー タ基盤(GISの

利用 を支える地図デー タ及び位置参照情報(以 下、 「空間データ基盤」 とい う。)、 その上に

掲載 されるGISに 広範 に利用 される我が国土 に係 る統計情報等の表形式の空間デー タ(以 下、

「基本空間デー タ」 という。)等 をい う。)は 、道路や上下水道等のハー ドの社会基盤 に匹敵

す る利益 をもた らす ものであ り、社会基盤 として位置づけ、行政が中心 となってその整備 と相

互利用の環境づ くりを先導す ることが適当である。

(3)デ ータの重複投資を避け、相互利用 を促進す るため、国土空間データ基盤及びそのメタデー

タ(デ ー タの種類、特性、品質、入手方法な どを記述 した情報)の 標準化 を行 うとともに、ク

リア リングハ ウス(情 報通信網で利用 で きる、デー タの種類、特性 、品質、入手方法等 に関す

る情報検索 システム)の 構築、国 と地方公共団体 との連携強化 をは じめ とす るGISの 推進体

制 の充実 ・強化、GISの 普及啓発や関連諸制度 の見直 し等の環境整備等 を行 う必要がある。

(4)国 は、社会基盤 としての国土空 間デー タ基盤の先導的整備 を図る とともに、地方公共団体及

び民間 と連携 してGISの 整備 ・普及を進めるに当たっては、人的、技術的支援等所要 の支援

措置 を講 じることを検討す る。

(5)関 係省庁連絡会議の局長級への格上 げを行 うとともに、各検討課題について、現在ISO等

の国際機関や国内の関係機関 において行われている標準化への検討の結果等 も活用 しつつ、専

門的な検討 を行 うための作業部会 を設置する等 の体制強化を早急 に行 う等関係省庁のGISの

整備への取組みの充実強化 を図る必要がある。 また、国と地方公共団体、民 間推進団体等 との

連携を強化す る。
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(6)GISの 整備・ 普及を図るため、関係省庁連絡会議 において長期計 画 を策定 し、次の段階を

踏 んで実施する。

平成8年 度 から概 ね3年 間をGIS推 進の基盤形成期 とし、 クリアリングハ ウスの構築、メ

タデー タの標準化、国土空間デー タ基盤 の標準化 を行い、また、デー タ整備主体の相互の調整

を図 る組織 を設 ける。

その後の概ね3年 間を普及期 とし、国 と地方公共団体が協力 して、21世 紀 当初 までにGIS

の全国的普及 を進め、国土空間データ基盤の ひととお りの整備を完了す る。 さらに、普及期終

了の段 階で、中間 レビューを行い、その後の推進方針 を検討する。 これを受けて、本年9月 、

関係省庁連絡会議が局長級に格上 げされるとともに、専門的 な検討 を行 うための作業部会が設

置 され るなど、政府 におけるGISの 推進体制が強化 された。

近い将来 において、新 しい技術 の開発や規制緩和措置等 と相 まって、情報通信 インフラ等の

整備が進展 し、行政のみ ならず、民間において もGISの 導入が進み、新 しい産業が創 出 され

るな ど、GISが 真 に豊かな国民生活 を実現するために大いに活用 される時代が来ることが予

想 される。

この ような中で、欧米諸国だけでな く、アジア諸国において も、GISへ の積極 的取組みが

行われているところであ り、我が国と しては、行政 ・民間の様 々な分野 において、 これ らの諸

外 国に遅れをとらない よう、GISの 整備 に積極的 に取 り組んでい く必要がある。

この ようなことから、今後 、GIS及 び国土空 間データ基盤の整備・ 普及について、国、地

一方公共団体及び民 間の役割分担 を明確化す るとともに
、相互 に調整 しつつ連携 を強化 し、21世

紀 に向けて、その全国的展開を図ってい く体制 を整備す る一方、今後 の情報通信等 に関する技

術開発の動 向や社会条件の変化 を十分見極めつつ、これに柔軟に対応 し、必要 に応 じて関連諸

制度 を見直す こと等 により、我が国のGISの 強力かつ着実 な発展 を図ることが求められてい

る。

本計画は、以上 のような基本的な認識 に基づいて、概ね21世 紀当初 までに実施すべ き事項 に

ついて示 した ものである。

1基 盤形成期

今後、平成8年 度か ら概 ね3年 間の基盤形成期 においては、国土空間デー タ基盤及びメタデータ

の標準化 を行 う一方、国、地方公共団体 、民間の役割分担の明確化を図 り、国土空間データ基盤の

着実 な整備 を進 めつつ相互利用の促進 を図るための基礎 を築 く。
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1国 土空間データ基盤及びメタデー タの標準化

関係省庁連絡会議 において、各作業部会の議論 を踏 まえて、国土空間データ基盤の標準化 を、

概 ね平成10年 度 までに実施する。 また、国土空間デー タ基盤のメタデータの標準化を、先行 して

進める。

(1)国 土空間データ基盤の標準化の内容

アGISの 利用者の立場か ら国土空 間データ基盤 に求め られる条件 を検討す るため、今後

のGISの 適用分野や可能性 を予測 し、誰が どのようにGISを 利用す るか とい うGIS

の利用者やGISの 使 われ方の将来像 を、広範な分野について展望する。

イ アの検討等 を踏 まえ、GISに 使用 される様 々なデータを明 らかに し、 さらに、多様 な

GISの 利用主体のニーズを満たす社会基盤である国土空間データ基盤 として整備すべ き

データの項 目や内容について検討す る。

また、国土空間デー タ基盤の標準化について、標準 を定める項 目、標準 の形態等、その

概念の明確化 を行 う。

ウ 空間デー タ基盤 の標準化 について、概ね次の事項 を検討す る。

すなわち、どの ようなデー タ項 目が標準的 に必要 とされるかについて検討 し、デー タ項 目の

標準 を定め る。

また、デー タの精度、位置参照等 について、地域の特性、デー タの整備効率等 を勘案 しつ

つ、国土空間データ基盤 として必要 な水準や仕様 を検討 し、空 間データ基盤の標準規格 を

定める。

エ 基本空間データの標準化について、概 ね次の事項を検討す る。

すなわち、 どのようなデー タ項 目が標準的に必要 とされるについて検討 し、データ項 目の標

準 を定め る。

また、位置参照等について、地域の特性、データの整備効率等 を勘案 しつつ、国土空間デ

ー タ基盤 として必要な水準や仕様 を検討 し、標準規格を定める。

(2)メ タデータの標準化の内容

国土空間デー タ基盤の メタデー タについて、現在 、ISOを は じめとした国際機 関や国内の

関係機関において行われている検討の状況 も勘案 しなが ら、その標準化(メ タデー タとしての

デー タ項 目の範囲 とその書式 の決定)を 行 う。
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(3)標 準化の検討方法

ア 標準化 の検討 は、関係省庁連絡 会議 を中心 に、関係省庁連絡会議の作業部会、ワーキン

ググループを十分 に活用 して行 う。 また、必要 に応 じて、関係省庁 において も調査、検討

を行 う。

イ 検討にあたっては、地方公共団体がGISの 利活用及びデー タ整備 において重要 な役割

を担 うこ とか ら、地方公共団体 におけるGISの 利活用やデー タ整備の現況 について調査

を行 うほか、地方公共団体 における将来のデータ整備の方法やGISの 利活用形態の展望

等 を踏 まえ、地方公共団体関係者 との十分な意見調整を行 う。

ウ 検討 にあたっては、民 間企業 、関係団体 、学識経験者等広範 な関係者か らの ヒアリング

調査等 によ り十分 に意見 を聴取す るとともに、GISの 利活用やデータの整備に関する技

術的課題及び将来 の技術 開発 の見通 し等の把握に努める。 また、ISO等 の関連機関にお

ける検討状況 を十分 に考慮 し、他分野及び国際的な関連分野 との整合に配慮 する。

(4)標 準の作成

検討の結果得 られた標準 については、関係省庁連絡会議の決定(承 認)を 行 うとともに、 ど

の ような位 置づ けを行 うかを検討す る。

(5)標 準 の周知徹底

ア 決定 した標準 に基づ き国土空間データ基盤 が整備 されるよう、決定 された標準 について、

地方公共団体、民間への周知徹底 を図る。

イ デー タを整備 し、また、利用す る地方公共団体や民間が、円滑 にデータの整備 、利用が

行 える よう、国及び関係 団体が協力 して、地方公共団体、民 間への技術支援 を実施する体

制 を整 える。

2デ ジタル画像の整備

国土空間データ基盤の構成要素の一つであるデジタル画像 について、GISに おける利活用方

策及びその整備 のあ り方 を検討する。
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3.先 行的なクリアリングハウスの構築

データ整備の重複投資の回避及びデー タの相互利用の促進のため、既に提供可能なデータを所

有 している先行省庁等 においては、インターネ ッ ト等の情報通信網か ら国土空間デー タ基盤のメ

タデー タを検索 し、ア クセスで きるクリアリングハ ウスのパイロッ トシステムを構築 し、運用 を

行 う。

既 に提供可能なデータを所有 している先行省庁等 においては、当該データに係るメタデータの

整備 を行 う。

また、パ イロ ットシステムの運用 を行 う過程 でユーザ ー等の意見 を把握 し、システムの改良 を

行 う。

4.国 土空間デー タ基盤の整備 についての役割分担 の明確化

データの着実で迅速 かつ効率的な整備・ 更新が実施 されるよう、国土空 間データ基盤の整備 ・

更新についての国、地方公共団体 、民間の役割分担 について検討 し、基盤形成期の終了期 までに

明確化す る。

5.国 土空間データ基盤の整備計画の策定

デー タ整備が本格化する普及期(基 盤形成期終了後概ね3年 間)に おいて、着実かつ効率的 に国

土空間データ基盤の整備.更 新が図 られるよう、同時期終了時 までに国土空間データ基盤の ひと

とお りの整備が なされることを目標 として、国土空間データ基盤の具体的 な整備計画 を策定する。

6.国 土空間データ基盤の整備の推進及び相互利用の促進のための体制整備

各地方公共団体 において着実 に国土空 間データ基盤の整備 ・更新が なされるよう、国土空間デ

ータ基盤の整備 について、各地方公共団体 に担当部局の明確化 を要請する とともに、国、地方公

共団体、民間のデータ整備主体の相互の調整 を図 り、整備 を推進するための組織 を設 ける等の協

力体制 を整備する。 また、国土空間デー タ基盤の相互利用 を促進するための体制 を整備する。

7.GISの 推進のための環境整備

ア 国土空間デー タ基盤 を効率的 に更新するため、関連業務 の電子化等 によるデータの取得やデ

ータの連携 による効率 的な既存デー タ更新の システム及びこの ようなシステムを実現す るため

の新たな制度 について検討する。

イ 国土空間データ基盤の普及 ・相互利用の推進 のため、デー タの取得 、収集、整備、提供等 に

ついて、個人情報 の保護 に配慮 し、個人、法人等 に係 る秘密保護 を図 りつつ、関連諸制度の見

直 しを行 う。また、国土空間データ基盤の信頼性や品質の確保のための技術基準等の作成、G

ISに 関連す る技術 開発 、人材育成等 の環境整備 に着手す る。
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ウ 地方公共団体等へのGISの 普及を促進す るため、GISの 整備効果のPRを すすめる。 ま

た、国土空 間データ基盤の整備 を促進す るため、データ整備に関する地方公共団体等のインセ

ンテ ィブについて検討す る。

Ⅱ普及期

基盤形成期終了後概ね3年 間の普及期 においては、基盤形成期 に作成 された国土空間データ基盤

の標準 や、デー タ整備の役割分担 に準 じて、国土空間デー タ基盤の整備 ・更新 を着実 に行 い、21世

紀当初 を目標 に、データ整備 を推進する。

1.国 土空間データ基盤の整備

米 国においては、2000年 を目標にGISの 整備 を進めていることを勘案 し、21世 紀 当初 まで に

GISの 全 国的普及 をすすめ、国土空間データ基盤のひととお りの整備 を行 うことを目標 として、

国、地方公共団体、民間がそれぞれの役割分担 に応 じ、基盤形成期 に作成 した標準に準 じて、積

極的にデータの整備 を行 う。

各 データ整備主体は、デー タの整備 にあたって、 メタデータを整備 するとともに、相互 に適切

な調整や協力 を図る。

2.国 土空間デー タ基盤の普及

ア 整備 された国土空間データ基盤が十分 に活用 され、各種のGISが 効率的 に構築、利用 され

るようにするため、官民が協力 して、GIS及 び国土空間デー タ基盤 の利用 の普及.啓 発 を行 う。

イ 国土空間データ基盤 となる地図デー タ、統計データ、台帳デー タ等の整備主体 は、個人、法

人等に係 る秘密保護 を図 りつつ、積極的なデータの公開と提供 を行 い、国土空間デー タ基盤の

整備 と相互利用の促進に努める。 また、データを利用者 に迅速、効率的に提供す るため、オン

ライン又はオフラインによる円滑なデー タ提供手段 を整備す る。

ウ 国土空間データ基盤 の所在や内容の検索 を容易 に し、国土空間データ基盤 の利用 を普及す る

ため、 クリアリングハウスの構築 をすすめる。この際、先行省庁等で構築 したパ イロ ットシス

テムを参考 にする とともに、クリア リングハ ウス相互の連携 を図る。

また、GISを 整備す る者 は、 クリア リングハ ウスを活用 し、デー タの有効利用 に努 める。

エ 国土空間デー タ基盤の取得や整備、GISの 構築やGISの 利用等 に必要 な、機器、ソフ ト

ウェ ア等 に関する技術開発 を促進す る。

オ 国土空間データ基盤の整備及びGISの 利用が進展する過程 において も、地方公共団体、民

間、学識経験者等のGISに 関係する者の意見 を随時聴取する。
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3.国 土空間デー タ基盤 の更新

基盤形成期 に検討 された国土空間デー タ基盤が効率的に更新 されるためのシステムや制度 につ

いて、その確立 を図るとともに、これ らの システムや制度等 を活用 して、国土空間データ基盤の

更新 を進め る。

4.技 術支援の実施

国土空間デー タ基盤等の整備、普及、更新 を推進するため、国及び関係団体が協力 して、地方

公共団体、民 間等への技術支援 を実施する。

Ⅲ長期計画のフォロー ア ップ

本計画について逐次 フ ォローアップを行 うとともに、GIS及 び国土空間デー タ基盤 に関す る技

術開発や諸制度の変化等 に配慮 して、必要 に応 じて、本計画の見直 しを行 うもの とする。

Ⅳ長期計画の レビュー

(1)普 及期終了時に、GIS及 び国土空間デー タ基盤整備 を行 う過程 で明 らか になった課題、21

世紀当初 におけるGIS及 び国土空間デー タ基盤の整備状況及びその整備効果、新技術の動 向、

社会条件の変化、諸外国の動 向等 を配慮 して本計画の レビューを行 う。

(2)レ ビューの結果 を踏 まえて、以下の事項について検討 を行 う。

1国 土空間データ基盤 として整備及 び更新すべ きデータ項 目、規格、整備主体及 びデータ

更新のシステム

2国 土空間データ基盤の整備効果

3GISの 普及 に伴 う諸制度のあ り方

4そ の他必要な事項

(3)こ の検討結果 を踏まえ、その後の国土空間デー タ基盤の整備 に関する整備計画 を策定す る。
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6ま とめ

固定資産の現況調査事業は、課税客体の適正 な把握のため に、必要不可欠な事業である。

これらの事業は、評価セ ンターの標準仕様書 にも示 されている ように、航空写真 を活用 して実

施 されているが、近年のデ ジタル処理技術 の発展 に伴い、航空写真か らの様 々な地図の作製 に当

たっては、デジタル処理がな されているところであ る。

現段階では、多 くの市町村が、デジタル処理 によって作成 された紙の地図を現況調査事業 を始

め評価の様 々な段階で活用 しているが、 これらデジタル処理 されたデータは、その仕組み さえ確

立 されれば、比較的容易 に、評価の様 々な段階で活用が可能 となっている。

今回紹介 した9市 町は、そのような活用 を図 っている一例 である。

今後、 このような活用が ます ます高 まって くることと思われる。

しか しなが ら、活用 に当たっては、費用がか さむな どの問題点 もあ り、全ての団体 が取 り組 む

までには、時間がかかる もの と思われる。

また、現在取 り組んでいる団体において も、市街地に限 ってデジタル処理 されたデータを活用

している例が見受け られ るな ど、規模の面か らの課題 もあ り、全ての団体が、取 り組 まなければ

ならない ものなのか とい う点は、今後、費用対効果 を含め さらなる調査研究 を必要 とす る分野で

ある と考える。

なお、今 回の調査研究か ら、現在の現況調査事業に よって得 られたデジ タル処理 されたデータ

については、全てが、土地や家屋 の評価 システムと連動 してい る訳ではない ということが明らか

になった。 さらに、GIS機 能 について も、評価 システム とは切 り離 され、単純 に結果 を表示す

るシステム となっているものが多いことも明 らかになった。

効率的な評価 のためには、どの ような ものについて、連動すべ きか とい った点について、今後 、

さらなる調査研究 を必要 とす る分野であると考 える。

その他 の問題 として、情報公開 と守秘義務 との関係 についで触 れてお きたい。現況調査事業で

得 られた多 くの情報 は、今後、固定資産評価以外の分野に も活用が考え られる。その際、これ ら

課税 のために整備 された情報が、地方税法(昭 和25年 法律第226号)第22条 に規定のある、秘密漏

えいに関す る罪 との関係 において、どの ように取 り扱 った らよいのか とい う点である。

現時点では、これ らの点 について、国においても明確 な指針が示 されていない ところであ り、

最近の、市町村のデジタル処理 の状況を見た場合に、早期の対応が望 まれる ところと考 える。
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参考

用語解説

EWS(エ ン ジニ ア リング ・ワー クステー シ ョン)

ネ ッ トワー ク機 能 を持 つ 高性 能 で小 型 の コン ピュー タシス テ ム。 オ フ ィスの事 務処 理 に使 わ れ

るOAワ ー クス テー シ ョン と、CADや 科学 ・技術 の分 野で使 わ れ るエ ンジニ ア ワー クステ ー シ ョンと

に分 け られ る。 一般 に、UNIXな どのOSを 搭 載 し、優 れ た ヒューマ ンイ ン タフェ ー スを備 え、パ ソ

コ ンよ り も高 性 能 の もの をワー クス テ ー シ ョン とい う。 しか し、最 近 はパ ソ コ ンの処 理 能力 が 向

上 した ため 、パ ソ コ ンと ワー クステ ー シ ョンの差 は明確 で はない。

GB(ギ ガバ イ ト)

情 報量 を表 す 単位 。 ギ ガは10の9乗 を表 す 単位 で あ り、1ギ ガバ イ トは約10億 バ イ トを表す 。 コ

ン ピュー タで は通常2進 数 を扱 うた め、1GBは1MB(メ ガバ イ ト)の1024倍 とな る。1GB＝1000MBを 使

用 す る場 合 もあ る。

MB(メ ガバ イ ト)

情 報量 を表す 単位 。 メ ガは10の6乗 を表 し、1MBは 約100万 バ イ トに当 たる。 コ ン ピュー タで は2

進数 を扱 うた め 、1MB＝1024KB(キ ロバ イ ト)で あ る。

OS(オ ペ レー テ ィ ング システ ム)

コ ンピュー タシス テ ム上 の全 ての動 作 を調 整 す る コ ン トロー ル ・プ ログ ラム。

Xウ イン ド

米MITで 開発 され た ウ ィン ドウシス テム。 ネ ッ トワー ク環境 を前提 と した ク ライ ア ン トサ ーバ モ

デル を採 用 して い る点が 特徴 。

ソースが 無償 で配布 され た こと もあ っ て、UNIX上 の ウ ィ ン ドウ システ ム と して標準 の地位 を確

立 した。 またXWindowSystemが 多 くの コ ン ピュー タ メー カー に採 用 され る と ともに、Xに 対 応 し

たア プ リケ ー シ ョンが各 社 か ら寄贈 され た。 これ らの ソ フ トウエ アは、 それ が収 録 された デ ィレ

ク トリ名 に ちな んで 「contrib(「 コ ン トリブ」 と読 まれ る こ とが多 い)」 と呼 ば れ る。 か な漢 字

変換 シス テ ムのCannaやWnn(フ リー版)な ど もContribソ フ トウェ アの1つ であ る。

イ メー ジスキ ャナ

写真 や イ ラス トな ど を直接 読 み 、画像 デ ー タ と して コ ン ピュ ー タに取 り込 む装 置 。原稿 に光 を

当て 、反射 した 光 を読 み取 って点 に分解 し、各 点 の値 を ビ ッ トマ ップ フ ァイル に記録 す る。 記 録

した画 像 デ ー タは 、 フ ォ トレタ ッチ ソ フ トや ペ イ ン トソ フ トを使 って編集 ・加工 す る こ とがで き

る。 イ メー ジス キ ャナ に は、複 写機 の よ うに原 稿 を置 い て読 み込 む タイプ と、 フ ァクシ ミリの よ

うに原 稿 の方 を移動 して読 み取 る タイプ があ る。 また 、ハ ンデ ィス キ ャナの よ うに原 稿 をなぞ る

タイプの もの もあ る。 カ ラ ーの画像 を読 み込 む カ ラー イ メー ジス キ ャナ もあ る。
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オ フライ ン(オ フ ライ ン処 理)

一般 的 には
、中央 処理 装 置 また はホ ス トシス テム を使わ ない で行 う処 理 。 デ ー タ フ ァイル を印

刷 シス テム単 独 で 出力す る類 の処 理 をい う。 その他 、 オ ンラ イ ンシス テ ム にお いて 、 ホス トシス

テ ム とは非 同期 に端 末単 独 で行 う処理 もオ フラ イ ン処理 であ る。 また 、 オ ンラ イ ンシ ステ ム にお

け るホ ス トでの バ ッチ処 理 をい うこ と もあ る。

オ ンラ イ ン(オ ンラ イ ン処 理)

通信 回線 で コ ン ピュー タと遠 隔 地 の端 末装 置 とを接 続 し、 デ ー タ処 理 す る シス テム の形 態。 オ

ンライ ンシステ ム は、 デ ー タ処 理 の方 式 に よ りデ ー タ集 配信 シ ステ ム、 オ ンラ イ ンリア ル タイ ム

シス テム 、 リモ ー トバ ッチ システ ム 、 タ イム シェ ア リ ング シス テム な どに類 型化 され る。

ク ライ ア ン ト&サ ー バ

クラ イア ン ト ・サ ーバ シス テム にお け るサ ー ビス を提供 す る側 の プ ログ ラム 、又 は コ ン ピュ ー

タ。サ ー ビス を受 け る側 を クラ イア ン トとい う。 サ ーバ が提 供 す るサ ー ビス の 内容 や 機 能 に よ り

数種 に分 類 され る。 デ ー タ フ ァイル を管理 す る フ ァイ ルサ ーバ 、印刷 を管理 す るプ リン トサ ーバ 、

外 部 との通信 を行 う コ ミュ ニ ケー シ ョンサ ーバ 、特 定 の ア プ リケ ー シ ョ ンの実 行 を管理 す る ア プ

リケ ーシ ョンサ ーバ な どが あ る。

ス キ ャナー

地 図 、写真 、あ るい は地 球 表面 か らの画 像 を、 自動 的 に デ ジ タル 型 に変換 す る機 器 。

属性

GISの 点 ・線 ・面 に 関連 した非 図形 的特 性 。

タ ブ レッ ト

グ ラフ イ ックス ・ワー クス テ ー シ ョ ンで対 話 型 の処 理 に用 い る小 型 の デ ジ タイザ。

磁 気 テー プ装 置

磁 気 膜 を塗 布 したプ ラス チ ック製 の テ ー プ に情 報 を読 み書 きす る補助 記憶 装 置 。パ ソ コ ン以外

の コ ンピュ ー タで は主 に オー プ ン リール 型が 、パ ソ コ ンで は カセ ッ ト型 が使 われ てい る。情 報 は 、

テー プ走行 方 向 に順次 記録 され る。 順次 記 録 の ため格 納効 率 は よい が 、情報 の途 中部 分 の書 き換

えはで きず 、 ア クセ ス(情 報 の 読み 書 き)速 度 は遅 い。 しか し、 テー プの特 性 や記 録 方式 な どが

標 準 化 され、安 価 で あ るた め、 オ フ ライ ンの デ ー タ交 換媒 体 や磁 気 デ ィス ク装 置 な どのバ ックア

ップ用 と して使 われ る。

デ ジ タイザ

図 化 され た事 象 の空 間座 標 を地 図 や文 書 か らコ ン ピュ ー タに入力 す る機 器 。
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ハ ー ドデ ィス ク装置

表 面 に磁 気 記録 膜 を塗布 また は蒸着 した ア ル ミニ ウムの 円盤(デ ィス ク)を 用 い 、 これ を高 速

で 回転 させ て情報 を読 み書 きす る記 憶 媒体 。 固 定磁 気 デ ィス クと もい う。 記憶 容 量が 大 きい こ と、

シー ケ ンシ ャル ア クセ ス/ラ ンダム ア クセ スが 可能 な こ とが特 徴 であ る。 デ ィス クの大 き さには 、

直径3.5イ ンチ(デ ス ク トップパ ソコ ン用)、2.5イ ンチ(ノ ー トブ ックパ ソ コ ン用)、1.8イ ンチ

な どが あ る。外 部記 憶装 置 として多 く用 い られ 、 コ ンピュ ー タにケ ー ブルで つ な ぐもの(外 付 け)

と、 内蔵 され てい る もの とが あ る。衝 撃 に弱 い た め、取 扱 には注意 が 必要 で あ る。

光磁 気 デ ィス ク装置

光磁 気 記 録 の技法 に よっ てデ ー タの書 込 みが で きる磁 性 表面 層 を もつ平 らな 回転盤 。

プ ロッタ

静 電 プロ ッタ(ド ッ トーマ トリ ックス ・プ ロ ッ タ)

印字 ヘ ッ ドが 多 くの密 集 した ワ イヤ ー点か らな り、 それ によ って紙 の上 に点 を打 って地 図 を

作 成 す る プ ロ ッタ。

ドラ ム ・プ ロ ッ タ

地 図 を印刷 す る機 器 でY軸 の動 きは ドラムの 回転 で制 御 され る。

フラ ッ トヘ ッ ド ・プ ロ ッタ

地 図 を描 くため の機 器 で情報 は平 らで 固定 され た表面 上 をX、Y両 方 向 に異動 す るヘ ッ ドで

プ ロ ッ トす るこ と に よって描 か れ る。

ペ ン ・プ ロ ッタ

コ ン ピュー タで動 くペ ンを使 っ て地 図や 図形 を描 く機 器 。

ベ ク ター

直 線 や 点 、円 な どの幾何 学 的 な 図形要 素 に よって グ ラ フ ィ ックス イメー ジ を構 成す る手 法。

ポ リゴ ン

コ ンピュ ー タグ ラ フ ィ ックス にお いて 、 オブ ジ ェ ク トを構 成す るため の最小 単位 。 モデ リ ング

の と きは多角 形 を使 うが 、最 終 的 な レン ダ リングの と きには、(特 にハ ー ドウェ アで の)扱 いが

簡単 な三 角形 や 四角 形 を使 うこ とが多 い。

ラス ター

グラ フ ィックス イ メー ジ を点 の集 ま りと して表 現す る グ ラフ ィ ックスの手 法 。 「raster」 は

「デ ィス プ レイの ブ ラ ウ ン管 を走査 す る光 点 の軌 跡」 とい う意味 。

レイヤ ー

図化 され た情報 を主題 に応 じて論 理 的 に分割 した もの。 ほ とん どの 地理 情 報 システ ム とCAD

/CAMシ ステ ムで は、ユ ーザ ーが一 度 に単 一 の層 あ るい は複 数 の層 の 自由 な組 み合 わせ を選 択

して作 業 で きる よう にな って い る。
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